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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第29期 第30期 第31期 第32期 第33期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 （千円） － 2,020,721 2,971,388 4,405,884 5,696,218

経常利益又は経常損

失(△）
（千円） － △117,873 307,629 240,230 368,474

当期純利益又は当期

純損失（△）
（千円） － △156,499 112,843 △330,871 461,874

純資産額 （千円） － 2,916,944 3,032,494 2,672,373 3,138,061

総資産額 （千円） － 3,883,164 4,053,304 4,418,167 5,419,437

１株当たり純資産額 （円） － 141.58 147.12 129.48 150.07

１株当たり当期純利

益金額又は当期純損

失金額（△）

（円） － △10.18 5.48 △16.05 22.41

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金

額

（円） － － 5.38 － －

自己資本比率 （％） － 75.1 74.8 60.4 57.1

自己資本利益率 （％） － － 3.8 △11.6 16.0

株価収益率 （倍） － － 65.15 － 7.81

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） － △35,734 △269,031 △138,122 808,599

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） － △36,495 △278,305 △113,017 △212,284

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） － 985,097 1,626 525,908 138,756

現金及び現金同等物

の期末残高
（千円） － 1,435,724 890,128 1,164,896 1,899,967

従業員数

（外、平均臨時雇用

者数）

（人）
－

(－)

117

(26)

158

(16)

171

(9)

184

(8)

（注）１．第30期より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第30期及び第32期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１

株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

４．第33期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在

しないため、記載しておりません。

５．第30期及び第32期の株価収益率は、当期純損失であるため記載しておりません。

６．第32期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号　平成17年12月９日）を適用しております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第29期 第30期 第31期 第32期 第33期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 （千円） 1,891,410 1,926,850 2,126,109 2,032,787 260,400

経常利益又は経常損失(△) （千円） 12,989 △167,092 81,818 △236,314 52,924

当期純利益又は当期純損

失（△）
（千円） 73,367 △180,722 △19,255 △656,976 121,922

持分法を適用した場合の

投資利益
（千円） － － － － －

資本金 （千円） 1,608,000 2,108,000 2,108,000 2,108,000 2,108,000

発行済株式総数 （千株） 14,443 20,693 20,693 20,693 20,693

純資産額 （千円） 2,073,828 2,892,721 2,876,172 2,189,947 2,373,252

総資産額 （千円） 2,792,989 3,811,423 3,768,790 2,961,950 2,617,525

１株当たり純資産額 （円） 144.47 140.40 139.54 106.08 112.96

１株当たり配当額

（うち１株当たり中間配

当額）

（円）
－

(－)

－

(－)

－

(－)

－

(－)

－

(－)

１株当たり当期純利益金

額又は当期純損失金額

（△）

（円） 5.11 △11.76 △0.93 △31.87 5.92

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 74.3 75.9 76.3 73.8 89.0

自己資本利益率 （％） 3.6 － － － 5.4

株価収益率 （倍） 26.2 － － － 29.56

配当性向 （％） － － － － －

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） 16,360 － － － －

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） 79,314 － － － －

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） △79 － － － －

現金及び現金同等物の期

末残高
（千円） 522,586 － － － －

従業員数

(外、平均臨時雇用者数)
（人）

108

(31)

111

(26)

120

(15)

95

(7)

10

(0)

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第30期、第31期及び第32期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在する

ものの１株当たり当期純損失であるため、記載しておりません。

３．第29期及び第33期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜

在株式が存在しないため、記載しておりません。

４．第30期、第31期及び第32期の株価収益率は、当期純損失であるため記載しておりません。

５．第30期より連結財務諸表を作成しているため、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動による

キャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の期末残高は記載し

ておりません。

６．第32期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号　平成17年12月９日）を適用しております。
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２【沿革】

年月 概要

昭和50年８月 東京都千代田区神田駿河台2－3－14にて株式会社ソフィアシステムズを設立。

昭和54年３月 財団法人日本情報処理開発協会より開発委託を受けたシステムアナライザの開発を完了し納入。

引き続き商品化開発に着手。

昭和55年１月 当社初のマイクロコンピュータ開発支援装置であるシステムアナライザ「ｉｎ－Ⅱ」を発売開

始。

昭和56年３月 西日本の販売体制を強化するために、大阪府大阪市に大阪営業所を開設。

昭和56年10月 業容の拡大にともない本社を東京都八王子市南町3－10に移転。浜松以東の東日本での販売体制を

強化するために、移転後の旧本社所在地に東京営業所を開設。

昭和57年２月 愛知県を中心とした地域での販売体制を強化するために、愛知県名古屋市に名古屋営業所を開設。

昭和58年２月 システムアナライザ「ｉｎ－Ⅱ」の改良型である「ｉｎ－Ⅲ」シリーズを発売開始。

昭和58年８月 東京都新宿区西新宿2－4－1新宿ＮＳビルに本社移転。

昭和60年５月 16ビットマイクロプロセッサ汎用型開発支援装置「ＳＡ７１０Ｍ」を発売開始。

昭和61年３月 ８ビット汎用ポータブル開発支援装置「ＳＡ２０００」を発売開始。

昭和62年３月 ハード・ソフトの設計及び開発をサポートする汎用性のある総合開発支援装置

「ＳＡ３０００」を発売開始。

昭和62年11月 パーソナルコンピュータをホストとする低価格汎用エミュレータ「ＳＡ９８」を発売開始。

昭和63年12月 神奈川県川崎市麻生区南黒川6－2にマイコンシティ事業所を新設。

　　　　同月 株式を日本証券業協会に店頭売買銘柄として登録。

平成２年２月 米国、カリフォルニア州にSophia Systems and Technology Corporationを設立。

平成３年９月 当社初の民生用電子機器である株価文字放送受信機「カブコン」を発売開始。

平成４年８月 インサーキット・エミュレータ「ＭｕｌｔｉＳＴＡＣ」を発売開始。

平成６年９月 試作基板作製装置「サーキットライタ」を発売開始。

平成７年６月 香港にSophia Hong Kong Limitedを設立。

平成８年４月 インサーキット・エミュレータ「ＵｎｉＳＴＡＣ」を発売開始。

平成10年６月 神奈川県川崎市麻生区南黒川6－2に本社移転。

平成11年５月 Sophia Systems and Technology Corporation(米国)及びSophia Hong Kong Limited(香港)の両子会社の

清算を決定。

平成12年３月 ラジオ放送デジタル録音装置「ラジオサーバー」を発売開始。

平成14年２月 株価チャート表示を特長とする株価文字放送受信機「チャートカブコン」を発売開始。

平成15年３月 ネットワーク対応長時間録音システムを発売開始。

平成15年９月 インターネット放送専用ラジオ「ＩＰラジオ」を発売開始。

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場。

平成16年12月 神奈川県川崎市において、100％子会社であるソフィア総合研究所株式会社を設立。

平成17年３月 東京都千代田区にソフィア総合研究所株式会社 東京事業所を開設。

平成18年９月 100％株式取得によりアーツテクノロジー株式会社を子会社化。

平成18年10月 東京都中野区にソフィア研究所株式会社 本社・東京事業所を移転併合。

平成19年１月 神奈川県川崎市において、100％子会社である株式会社ソフィアシステムズ準備会社を設立。

平成19年２月 東京都中野区において、100％子会社である株式会社ソフィアモバイルを設立。

平成19年4月　 会社分割による純粋持株会社体制への移行、株式会社ソフィアホールディングスに商号変更

デザインオートメーション事業部門を株式会社ソフィアシステムズ（株式会社ソフィアシステム

ズ準備会社より商号変更）が継承、本店を東京都中野区に移転。

平成19年10月　 ソフィア総合研究所株式会社が存続会社として株式会社アーツテクノロジーを合併。
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３【事業の内容】

　　当社は、昨年4月1日に会社分割をし、当社商号を株式会社ソフィアシステムズより、株式会社ソフィアホールディン

グスに変更した上で、新設準備子会社の商号を株式会社ソフィアシステムズとしております。従来当社で行なってお

りました事業は、同日付で新設準備子会社である株式会社ソフィアシステムズに移管しております。

従いまして、今後当社グループは、当社グループの経営戦略の策定やグループ管理を主業務としてグループ中核とな

る当社をはじめとして、株式会社ソフィアシステムズ・ソフィア総合研究所株式会社・株式会社ソフィアモバイルに

より構成され、組込み機器開発向けツールなどの電子機器の開発・製造・販売やインターネット関連のサービスの提

供を主業務とした高度な先進サービスを展開する企業群となります。

　なお、連結子会社であったアーツテクノロジー株式会社は、10月１日付でソフィア総合研究所株式会社に吸収合併い

たしました。

　当社グループの事業内容と当社及び当社の関係会社の各事業に係る位置づけは次のとおりであります。

　なお、次の３部門は「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　(1)連結財務諸表　注記事項」に掲げる事業の種類別セグ

メント情報の区分と同一であります。

(1)デザインオートメーション事業

　連結子会社である株式会社ソフィアシステムズでは、組込みシステムと言われるマイクロコンピュータ応用

機器を開発する企業のエンジニアをユーザーとするインサーキットエミュレータや評価ボードの開発・製造・販

売を主に行っております。

(2)情報システム事業

 　連結子会社である株式会社ソフィアモバイルでは、新型電子ＰＯＰ端末の製品化に成功し、期末に販売を開

始いたしました。

(3)インターネット関連事業

　連結子会社であるソフィア総合研究所株式会社では、インターネット関連のシステム開発、データセンター

の運用保守及びコンサルティングなどを行っております。

〔事業系統図〕

　以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。

EDINET提出書類

株式会社ソフィアホールディングス(E01978)

有価証券報告書

 5/95



４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金又は
出資金
（千円）

主要な事業の内容
議決権の所有割合

（％）
関係内容

(親会社)

ＪＴＶＵ投資事業

組合　(注)３

東京都中央区 － 投資事業 被所有　72.0 －

(連結子会社)

株式会社ソフィアシ

ステムズ(注)４,６

神奈川県川崎市

麻生区
90,000

デザインオート

メーション関連事

業

100.0 役員の兼任２名

(連結子会社)

ソフィア総合研究所

株式会社（注）５

東京都中野区 49,900

インターネット関

連のシステム開

発、保守、コンサル

ティング

100.0 役員の兼任３名

(連結子会社)

株式会社ソフィアモ

バイル

東京都中野区 49,950

情報システム関連

の電子ＰＯＰ端末

の製造・販売

100.0 役員の兼任２名

(持分法適用関連会

社)

株式会社DOMIRU

（注）２

東京都新宿区 408,700

インターネット関

連の動画コンテン

ツ配信サービス

17.8

(17.8)
役員の兼任１名

(持分法適用関連会

社)

株式会社シアーズ

（注）２

東京都港区 331,004
電子ＰＯＰ端末の

製造・販売

17.5

(17.5)
役員の兼任１名

(注)１．議決権の所有割合の（　）内は、間接所有割合で内数であります。

    ２．議決権の所有割合は100分の20未満ですが、実質的な影響力を有しているため関連会社としたものであり

ます。

    ３．親会社の財務内容につきましては、公表されていないため出資金の額は記載しておりません。

    ４．平成19年４月１日付けで株式会社ソフィアシステムズ準備会社は、株式会社ソフィアシステムズに商号

変更しております。

    ５．ソフィア総合研究所株式会社については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高

に占める割合が10％を超えております。

   主要な損益情報等　　　(1）売上高　　　　 2,974,760千円

   (2）経常利益　　　 　356,436千円

   (3）当期純利益　　 　240,110千円

   (4）純資産額　　　 　704,338千円

   (5）総資産額　　　 1,771,957千円

   ６．株式会社ソフィアシステムズについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高

に占める割合が10％を超えております。

   主要な損益情報等　　　(1）売上高　　　　 2,560,135千円

 　(2）経常利益　　　 　106,878千円

 　(3）当期純利益　　 　 49,556千円

   (4）純資産額　　　 　666,357千円

   (5）総資産額　　　 1,599,257千円
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

デザインオートメーション事業 103 （8）　

情報システム事業 13 　（0）

インターネット関連事業 58 （0）　

全社(共通) 10 （0）　

合計 184 　（8）

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（嘱託及び準社員等の数）は、年間の平均人員を(　)外数で記載

しております。

　　　２．全社(共通)として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない株式会社ソフィアホール

ディングスに所属しているものであります。

３．従業員は最近一年間において13名増員していますが、その主な理由は、連結子会社株式会社ソフィアホー

ルディングスの設立及び連結子会社株式会社ソフィアモバイルにおける業容拡大に伴うものであります。

(2）提出会社の状況

　 平成20年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与（円）

　10（0） 　36才6ヶ月 1年0ヶ月 4,364,000

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（嘱託及び準社員等の数）は、年間の平均人員を(　)外数で記載

しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．従業員数が前期末に比べ85名減少しましたのは、平成19年４月１日に純粋持株会社に移行したことで、事

業部門の社員を子会社の株式会社ソフィアシステムズに転籍させたことによるものであります。

(3）労働組合の状況

　現在労働組合はありませんが、労使関係は良好であり特に記載すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当連結会計年度におけるわが国経済は、サブプライムローン問題や原油価格の動向や個人消費の伸びが鈍化する

などの懸念材料があったものの、企業部門の改善を中心に回復基調で推移しました。

　携帯電話や自動車、デジタル家電などの組込み機器開発ではシステムの複雑化と開発規模の拡大が進み、ツール

メーカーにもそれらの解決策が今後求められていく流れとなっています。また、インターネット関連では、ソーシャ

ルネットワークサービスなど新たなサービスがさらに多くの人間のネットへの参加を促し、ネット参加者の増加は

インターネット関連ビジネスの市場を拡げています。

　このような事業環境のなか、当社グループとしましては、組込み機器向けの開発ソリューション提供を中心とした

株式会社ソフィアシステムズとインターネット関連事業を中心としたソフィア総合研究所株式会社、情報システム

関連事業を中心とした株式会社ソフィアモバイルの３社により各事業ドメインでの業容拡大を目指して積極的な

活動を行いました。特に当期が第４期となるソフィア総合研究所株式会社と、株式会社ソフィアシステムズによっ

て、売上、利益ともに前年を上回る業績となりました。

　近年、インターネット関連のサービスはパソコンに限らずさまざまな端末での利用が広がり、株式会社ソフィアシ

ステムズが得意とするハードウェア寄りのマイコン関連技術と非常に近い分野となってまいりました。当社グルー

プはこれを将来的な利益拡大の機会と捉えて、ソフトとハードの相乗効果を狙えるよう、グループ４社の力を結集

し、注力する所存であります。

　事業の種類別セグメントの営業概況は次のとおりであります。

　［デザインオートメーション事業］

　子会社である株式会社ソフィアシステムズでは、携帯電話開発メーカーなどの重点目標分野・顧客を設定し

て拡販活動を行い、半導体メーカーや組込み機器用オペレーティングシステムのメーカーなどと緊密な協業体

制を取り新製品の拡販及びソリューションサービスの提供を推進し、売上高は2,389百万円（前期比32.2％増）

になりました。

　［情報システム事業］

　子会社である株式会社ソフィアモバイルの新型電子ＰＯＰ端末販売を期末に開始し、売上高は375百万円（前

期比66.5%増）となりました。

　［インターネット関連事業］

　子会社のソフィア総合研究所株式会社では、インターネット関連事業・ＥＣサイト構築関連事業を行ってお

ります。事業は順調に成長しており、売上高は3,095百万円（前期比29.7％増）となりました。

　

　これらの結果、当連結会計年度の業績としましては、売上高が5,696百万円（前期比29.3％増）となりました。損益

面におきましては、営業利益414百万円（前期比14.9%増）、経常利益368百万円（前期比53.4%増）、当期純利益461

百万円（前期は当期純損失330百万円）となりました。営業外収益が前期に比べ16百万円増加しておりますが、その

主な要因は受取配当金の増加によるものです。また、所有株式の評価損70百万円を特別損失として計上いたしまし

た。

(2）キャッシュ・フロー

当連結会計年度のキャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ735百万円増

加(前年同期は274百万円増加)し、当連結会計年度末には1,899百万円となりました。　

  当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度において営業活動の結果獲得した資金は808百万円（前年同期は138百万円の使用）となりまし

た。売上の増加による利益の増加に伴うものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において投資活動の結果使用した資金は212百万円（前年同期は113百万円の使用）となりまし

た。これは、投資有価証券の売却による収入があったものの、投資有価証券の取得、有形固定資産の取得や関連

会社株式取得による支出が上回ったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において財務活動の結果獲得した資金は138百万円（前年同期は525百万円の獲得）となりまし

た。当連結会計年度は銀行からの短期借入金と子会社ソフィア総合研究所株式会社の社債発行による調達による

ものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

前年同期比（％）

デザインオートメーション事業（千円） 1,070,312 160.9

情報システム事業（千円） 35,049 15.6

インターネット関連事業（千円）　 － △100.0

合計（千円） 1,105,361 24.3

（注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。

(2）商品仕入実績

　当連結会計年度の商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

前年同期比（％）

デザインオートメーション事業（千円） 535,391 147.8

情報システム事業（千円） 242,714 776.6

インターネット関連事業（千円） 599,925 296.5

合計（千円） 1,378,031 231.2

（注）１．金額は仕入価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

(3）受注状況

　当社グループは見込み生産を行っているため、該当事項はありません。

(4）販売実績

　当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

前年同期比（％）

デザインオートメーション事業（千円） 2,252,230 124.6

情報システム事業（千円） 375,921 177.2

インターネット関連事業（千円） 3,068,067 128.5

合計（千円） 5,696,218 129.3

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

 ２．最近２連結会計年度における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次の

とおりであります。

相手先

前連結会計年度

（自　平成18年４月１日

　　至　平成19年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成19年４月１日

　　至　平成20年３月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

 ㈱デジタルメディアマート 　1,121,557 　25.5 1,514,170 26.6

 ㈱ドーガ 491,822　 11.2　 －　 －　

(注)当連結会計年度における㈱ドーガへの販売実績は、総販売実績の100分の10未満となりましたので、記載を省

　　略しております。　

 ３．上記の金額には消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

　前連結会計年度に掲げた課題「業績向上」につきましては、当連結会計年度において、次のように対処いたしまし

た。

①持株会社体制への移行の取り組み

　グループ内の経営資源の最適配分を行い、グループ全体として柔軟な経営を進めていくために持株会社体制へ移

行する方針を決定し、平成19年４月１日より新体制としてスタート致しました。

②合理化への取り組み

　インターネット関連事業を行う子会社ソフィア総合研究所株式会社は、動画配信システムや音楽配信システムの

構築事業のほかにデータセンターの運営維持管理事業が軌道に乗り、インターネットにおけるハイエンドソリュー

ションの提供により、前年度以上の実績を上げることができました。

　デザインオートメーション事業を行う子会社株式会社ソフィアシステムズは、大手メーカーの特注案件の増加な

どにより、前年度以上の実績を上げることができました。また、引き続き新製品開発にも注力して参ります。

③事業育成への取り組み

　子会社株式会社ソフィアモバイルは、次世代型電子ＰＯＰ端末の製品化に成功し、来期に向けて拡販していく計画

であります。その端末について、子会社株式会社ソフィアシステムズがハードウェア開発に対してのサポートをお

こない、子会社ソフィア総合研究所株式会社がシステム開発に対してのサポートをおこなって参ります。

　当連結会計年度におきましては、「業績向上」という課題への取り組みは、微増ながら業績向上の兆しが見えてまい

りましたが、満足のいく結果ではなく、次期以降につきましても各課題において、継続的な対処は基本的に変りませ

ん。

　各事業の市場環境にあわせた対策を実行し、ホールディングス化により各社の事業効率を上げて、目標利益の確保に

注力し、「業績向上」という課題に取り組んでいく所存であります。

４【事業等のリスク】

　当社グループの事業に関するリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考えられる主な

事項を記載しております。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

(1）デザインオートメーション事業

①　事業の成長の可能性は組込み機器関連産業の継続的成長に依存しております。産業構造や市場環境の変化は特

定の当社製品やサービスの廃止につながる可能性があり、当社グループの経営成績と財務状況に悪影響を及ぼす

可能性があります。

②　事業は新製品の開発と現行製品の改良に依存しており、高機能化のための新技術の取り込みや顧客ニーズの予

測や対応を誤ると、市場シェアの縮小につながる可能性があり、当社グループの経営成績と財務状況に悪影響を

及ぼす可能性があります。

(2）情報システム事業

　　情報システム事業では、当社グループのマイクロコンピュータ等に関する技術を応用した新製品開発を行う方針で

ありますが、開発期間中の市場環境の変化により当初の計画を上回る開発費が発生する可能性や市場予測の誤りに

より予定していた収益を達成できない可能性があります。その場合、当社グループの経営成績と財務状況に悪影響

を及ぼす可能性があります。

　(3）インターネット関連事業

　　インターネット関連事業では、新技術の動向や消費者嗜好など事業を取り巻く環境の変化が激しく、市場環境の変

化に関する予測や対応を誤ると予定していた収益を達成できない可能性があります。その場合、当社グループの経

営成績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

５【経営上の重要な契約等】

特にありません。　
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６【研究開発活動】

　当社グループは、オリジナリティーを重視した自社ブランド製品の開発を行い、成長市場を自ら創造するメーカーを

目指すという経営方針のもと、積極的に研究開発投資を行っております。研究開発活動にあたりましては、マイコンシ

ステムに関する技術を基盤に、将来の市場需要に即した電子機器製品の開発を行うことを主要課題としております。

　当連結会計年度におきましては、デザインオートメーション事業では、各種の組み込み機器向けＯＳ（オペレーティ

ングシステム）に対応したインサーキットエミュレータや評価ボードの開発に注力しました。開発テーマの選択は、

トータルソリューションとしての提案を考慮して行いました。

　情報システム事業では、次世代型電子ＰＯＰ端末の開発を行いました。

　なお、当連結会計年度における各セグメント別の研究開発費は、デザインオートメーション事業148百万円、情報シス

テム事業97百万円となっており、総額は247百万円であります。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

(1）貸借対照表の分析

①資産の部

　当連結会計年度末における流動資産は前連結会計年度末に比べて847百万円増加しました。主な増加項目は現金

及び預金（691百万円増加）、在庫商品（96百万円増加）です。現金及び預金の増加につきましては、有価証券の

売却（152百万円増加）、りそな銀行からの短期借入金（100百万円増加）、連結子会社ソフィア総合研究所株式

会社が社債を発行（200百万円）したことが、主な要因です。在庫商品の増加につきましては、連結子会社株式会

社ソフィアモバイルにおいて増加したことがその主な要因です。

　当連結会計年度末における固定資産は前連結会計年度末に比べて153百万円増加しました。主な増加項目は関係

会社の株式の取得（127百万円増加）です。

②負債の部

　当連結会計年度末における流動負債は前連結会計年度末に比べて553百万円増加しました。主な増加項目は、売

上の増加に伴い増加した買掛金（520百万円増加）と、りそな銀行からの短期借入金（100百万円増加）が主な要

因です。

　当連結会計年度末における固定負債は前連結会計年度末に比べて17百万円減少しました。役員退職給与引当金

の取り崩し（29百万円減少）が主な要因です。

③純資産の部

　当連結会計年度末における資本剰余金は前連結会計年度末に比べて増減はありませんでした。

　当連結会計年度末における利益剰余金は前連結会計年度末に比べて404百万円増加しました。これは、当期純利

益の計上によるものです。

(2）損益計算書の分析

①売上高

　当連結会計年度における売上高は前連結会計年度に比べて1,290百万円増加しました。事業の種類別セグメント

別に見ますと、デザインオートメーション事業は増加445百万円、情報システム事業は増加163百万円、インター

ネット関連事業は増加681百万円という内訳になります。

②売上原価

　当連結会計年度における売上原価は前連結会計年度に比べて1,102百万円増加しました。前連結会計年度の売上

原価率は63.5％、当連結会計年度は68.5％でした。原価率上昇の主な原因は、比較的利益率の良いデザインオート

メーション事業の割合が減少したことと、インターネット関連事業の利益率がやや低下したことによるもので

す。

③販売費及び一般管理費

　当連結会計年度における販売費及び一般管理費は前連結会計年度に比べて133百万円増加しました。主な増加の

原因としては、連結子会社である株式会社ソフィアモバイルが前連結会計年度に設立されており、営業開始が当

連結会計年度となっていることによるものです。

④営業外収益及び営業外費用

　当連結会計年度における営業外収益は前連結会計年度に比べて16百万円増加しました。主な増加項目は、保有株

式の受取配当金（5百万円増加）と未請求債務整理益（8百万円増加）です。

　当連結会計年度における営業外費用は前連結会計年度に比べて58百万円減少しました。主な増減項目は、関連会

社の持分法による投資損失（31百万円増加）と投資有価証券評価損（91百万円減少）です。

⑤特別利益及び特別損失

 　当連結会計年度における特別利益は81百万円（17百万円増加）ですが、その内訳は有価証券の売却益（34百万

円）及び関連会社の持分法による持分変動利益（21百万円）等です。

　当連結会計年度における特別損失は70百万円（475百万円減少）ですが、その内訳は投資有価証券の減損（70百

万円）によるものです。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社グループでは、新製品の研究開発及び品質の一層の向上を主な目的として、設備の拡充・改良並びに更新を進め

ております。当連結会計年度におきましては、新製品開発、品質保証及び販売促進のための電子機器及び子会社ソフィ

ア総合研究所にてＥＣソフトの購入など総額36百万円の設備投資を行いました。

　なお、当連結会計年度においては営業能力又は生産能力に重要な影響を及ぼす設備の除却、売却等はありません。

２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

(1）提出会社

　当社は、電子機器の開発、製造及び販売を主たる事業内容としております子会社株式会社ソフィアシステムズに賃

貸している設備として、神奈川県川崎市の事業所のほか、国内１ヶ所に営業所を有しております。また、厚生施設と

して社員寮を設けております。以上のうち、主要な設備は以下のとおりであります。

　 平成20年３月31日現在

事業所名
（所在地）

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容

帳簿価額
従業員
数
（人）

建物及び
構築物
（千円）

土地
（千円）
(面積㎡)

その他
（千円）

合計
（千円）

本社

(東京都中野区)
全社(共通)　 事務設備 13,535 － － 13,535 10　

株式会社ソフィアシ

ステムズ

(神奈川県川崎市麻生

区)（注）

デザイン

オートメー

ション事業　

生産・開発

・販売・事

務設備

302,879
267,247

(2,295.03)
－ 736,652

－　

厚生施設

(東京都町田市)（注）
全社(共通) 寮 15,732

150,794

(310.89)
－ 166,526

－　

（注）すべて、株式会社ソフィアシステムズに賃貸しているものであります。
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(2）国内子会社

 平成20年３月31日現在

会社名
事業所名
（所在地）

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）

建物及び
構築物
（千円）

土地
（千円）
(面積㎡)

その他
（千円）

合計
（千円）

株式会社ソフィ

アシステムズ

本社

(神奈川県川

崎市麻生区)

デザイン

オートメー

ション事業

情報システ

ム事業

生産・開発

・販売・事

務設備

－ － 8,006 8,006 102(8)　

大阪営業所

(大阪府吹田

市)

デザイン

オートメー

ション事業

販売設備 － － － － 4(0)　

ソフィア総合研

究所株式会社

本社

(東京都中野

区)

インター

ネット関連

事業

販売設備 － － 3,702 3,702 58(0)　

株式会社ソフィ

アモバイル

本社

(東京都中野

区)

情報システ

ム事業
販売設備 － － － － 10(0)　

（注）１．金額には消費税等を含めておりません。

      ２．従業員数の(　)は、平均臨時従業員数を外書しております。

      ３．リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。

名称 数量
リース期間
（年）

年間リース料
（千円）

リース契約残高
（千円）

ソフトウェア 一式 5 3,705 1,821

車輌運搬具 一式 3 1,455 4,545

工具器具備品  一式  4～5 124,881 452,205

３【設備の新設、除却等の計画】

　営業能力又は生産能力に重要な影響を及ぼす設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 50,000,000

計 50,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数(株)
（平成20年３月31日）

提出日現在発行数(株)
（平成20年６月30日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 20,693,000 20,693,000
ジャスダック

証券取引所
－

計 20,693,000 20,693,000 － －
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（２）【新株予約権等の状況】

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成16年６月28日定時株主総会決議

　
事業年度末現在

（平成20年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年5月31日）

新株予約権の数（個） 848 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）  848,000  同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） 262 同左

新株予約権の行使期間
自　平成18年７月１日

至　平成26年６月30日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　262

資本組入額　131
同左

新株予約権の行使の条件

・新株予約権者は、本件新株予約権

の行使時において、当社の取締役

又は従業員でなければならない。

ただし、任期満了に伴う退任及び

定年による退職の場合はこの限

りでない。

・新株予約権者が死亡した場合、新

株予約権者の相続人による本件

新株予約権の相続は認めないも

のとする。

・新株予約権の質入その他一切の

処分は認めないものとする。

・その他の条件については、株主総

会及び取締役会決議に基づき、当

社と新株予約権者との間で締結

する「新株予約権付与（割当）

契約」に定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するときは取

締役会の承認を要するものとす

る。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付

に関する事項 
－ －

平成17年３月２日臨時株主総会決議

　
事業年度末現在

（平成20年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年5月31日）

新株予約権の数（個） 363 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 363,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） 244 同左

新株予約権の行使期間
自　平成19年３月３日

至　平成27年３月２日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　244

資本組入額　122
同左
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事業年度末現在

（平成20年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年5月31日）

新株予約権の行使の条件

・新株予約権者は、本件新株予約権

の行使時において、当社子会社の

取締役又は従業員でなければな

らない。ただし、任期満了に伴う

退任及び定年による退職の場合

はこの限りでない。

・新株予約権者が死亡した場合、新

株予約権者の相続人による本件

新株予約権の相続は認めないも

のとする。

・新株予約権の質入その他一切の

処分は認めないものとする。

・その他の条件については、株主総

会及び取締役会決議に基づき、当

社と新株予約権者との間で締結

する「新株予約権付与（割当）

契約」に定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するときは取

締役会の承認を要するものとす

る。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付

に関する事項 
－ －

会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成19年２月22日臨時株主総会決議

　
事業年度末現在

（平成20年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年5月31日）

新株予約権の数（個） 792 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 792,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） 213 同左

新株予約権の行使期間
自　平成21年２月23日

至　平成29年２月22日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　213

資本組入額　107
同左
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事業年度末現在

（平成20年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年5月31日）

新株予約権の行使の条件

・新株予約権者は、権利行使時にお

いて、当社又は当社の関係会社の

取締役もしくは従業員の地位に

あることを要す。ただし、取締役

が任期満了により退任した場合、

又は従業員が定年により退職し

た場合にはこの限りではない。ま

た、当社取締役会が正当な理由が

あると認めた場合はこの限りで

ない。

・新株予約権の相続はこれを認め

ない。

・その他権利行使の条件は、本総会

決議及び取締役会決議に基づき、

当社と新株予約権者との間で締

結する「新株予約権割当契約

書」に定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

譲渡による新株予約権の取得に

ついては、当社取締役会の決議に

よる承認を要するものとする。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項

 組織再編に際して定める契約書

または計画書等に以下定める株

式会社の新株予約権を交付する

旨を定めた場合には、当該組織再

編の比率に応じて、以下に定める

株式会社の新株予約権を交付す

るものとする。

①合併（当社が消滅する場合に

限る。）

 合併後存続する株式会社又は合

併により設立する株式会社

②吸収分割

 吸収分割をする株式会社がその

事業に関して有する権利義務の

全部又は一部を承継する株式会

社

同左 
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事業年度末現在

（平成20年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年5月31日）

 

③新設分割

 新設分割により設立する株式会

社

④株式交換

株式交換をする株式会社の発行

済株式の全部を取得する株式会

社 

⑤株式移転

 株式移転により設立する株式会

社

 

EDINET提出書類

株式会社ソフィアホールディングス(E01978)

有価証券報告書

19/95



（３）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減
額（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成15年６月24日

（注１）
－ 14,443,000 － 1,608,000 △157,837 412,062

平成17年１月31日

（注２）
6,250,000 20,693,000 500,000 2,108,000 500,000 912,062

 平成17年６月28日

（注１） 
－ 20,693,000 － 2,108,000 △107,355 804,706

（注）１．資本準備金の減少は欠損填補によるものであります。

２．有償第三者割当

割当先　JTVU投資事業組合

発行株数　6,250千株

発行価格　　　160円

資本組入額　　 80円
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（５）【所有者別状況】

　 平成20年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満
株式の状
況（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その
他

計
個人以外 個人

株主数（人） －　 8 9 58 1 1 1,164 1,241 －

所有株式数

（単元）
－　 351 86 15,021 1 1 5,105 20,646 47,000

所有株式数の

割合（％）
－　 1.70 0.42 72.74 0.00 0.00 25.14 100.00 －

（注）１．自己株式85,293株（うちストックオプション制度に係るもの74,000株）は「個人その他」に85単元及び

「単元未満株式の状況」に293株を含めて記載しております。

２．「その他の法人」の中には、証券保管振替機構名義の株式が2単元含まれております。

　

（６）【大株主の状況】

　 平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ＪＴＶＵ投資事業組合 東京都中央区湊三丁目８番1-1310号 14,830 71.66

杉本　太 石川県白山市 250 1.20

有川　勝吉 東京都多摩市 179 0.86

ソフィアホールディングス従

業員持株会

東京都中野区本町一丁目32番２号

株式会社ソフィアホールディングス内 
165 0.79

中央三井信託銀行株式会社 東京都港区芝三丁目33番１号 110 0.53

住友生命保険相互会社 東京都中央区築地七丁目18番24号 100 0.48

丸山　眞知子 東京都新宿区 96 0.46

山本　正美 千葉県印旛郡 94 0.45

近藤　成雄 兵庫県加西市 87 0.42

株式会社ソフィアホールディ

ングス
東京都中野区本町一丁目32番２号 85 0.41

計 － 15,996 77.30
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 　　85,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 20,561,000 20,561 －

単元未満株式 普通株式　　 47,000 － －

発行済株式総数 20,693,000 － －

総株主の議決権 － 20,561 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株（議決権の数２個）含まれて

おります。

②【自己株式等】

　 平成20年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社ソフィアホール

ディングス

東京都中野区本町一

丁目32番２号
85,000 － 85,000 0.41

計 － 85,000 － 85,000 0.41
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（８）【ストックオプション制度の内容】

　当社はストックオプション制度を採用しております。当該制度は旧商法第210条ノ２の規定に基づき、自己株式

を買付ける方法並びに旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21並びに会社法第236条、第238条及び第239条の規定に

基づき、新株予約権を発行する方法によるものであります。

　当該制度の内容は次のとおりであります。

（平成13年６月28日定時株主総会決議）

　旧商法第210条ノ２の規定に基づき、当社が自己株式を買付ける方法により、平成13年６月28日第26回定時株主

総会終結時に在任する取締役２名及び幹部従業員15名に対して付与することを平成13年６月28日の定時株主総

会において決議されたものであります。

決議年月日 平成13年６月28日

付与対象者の区分及び人数 取締役２名及び幹部従業員15名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数
85,000株を上限とする。

（１人２千株から30千株までの範囲）

新株予約権の行使時の払込金額 237円（注）

新株予約権の行使期間
自　平成15年７月１日

至　平成21年６月30日

新株予約権の行使の条件

　株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と対象取

締役・従業員との間で締結する「予め定めたる価額を以

て会社よりその株式を自己に譲渡すべき旨を請求する権

利を与ふる契約」に定めるものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 権利の譲渡及び質入は認めない。

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

（注）株式分割及び時価を下回る価額で新株式を発行（転換社債の転換及び新株引受権の権利行使の場合を除く）

するときは次の算式により譲渡価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

　 　 　 　
既発行株式数　　＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後
＝

調整前
×

分割・新規発行前の株価

譲渡価額 譲渡価額 既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数

（平成16年６月28日定時株主総会決議）

　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、平成16年６月28日第29回定時株主総会終結の時に在任す

る当社取締役及び同日現在在籍する当社幹部従業員に対し新株予約権を付与することを平成16年６月28日の定

時株主総会において特別決議されたものであります。

決議年月日 平成16年６月28日

付与対象者の区分及び人数 取締役５名及び幹部従業員18名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上（注）

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

（注）株式分割・併合及び時価を下回る価格で新株を発行するとき(時価発行として行う公募増資、新株予約権及び新
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株予約権証券の行使に伴う株式の発行を除く)、次の算式により払込金額を調整し、調整する１円未満の端数は

切り上げる。

　 　 　 　
既発行株式数　　＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後
＝

調整前
×

分割・併合・新規発行前の株価

払込金額 払込金額 既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数

　 　 　 　 （株式併合の場合は、減少株式数を減じる）

（平成17年３月２日臨時株主総会決議）

　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、平成17年３月２日臨時株主総会終結の時に在任する当社

子会社取締役及び同日現在在籍する当社子会社従業員に対し新株予約権を付与することを平成17年３月２日の

臨時株主総会において特別決議されたものであります。

決議年月日 平成17年３月２日

付与対象者の区分及び人数 子会社取締役３名及び子会社従業員１名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上（注）

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

（注）株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により払込価額を調整し、調整する１円未満の端数は切り上げ

る。

調整後
＝

調整前
×

１

払込価額 払込価額 分割・併合の比率

　また、時価を下回る価額で新株を発行する場合又は自己株式を処分（新株予約権及び新株引受権の行使により

新株を発行する場合は除く）が行われる場合、次の算式により１株当たりの払込価額を調整し、調整による１円

未満の端数は切り上げる。

　 　 　 　
既発行株式数　　＋

新規発行株式数×１株当たり払込価額

調整後
＝

調整前
×

新規発行前の株価

払込価額 払込価額 既発行株式数＋新規発行による増加株式数

（平成19年２月22日臨時株主総会決議）

　会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、平成19年２月22日臨時株主総会終結の時に在任する当社

取締役及び従業員並びに同日現在在籍する当社子会社取締役及び当社子会社従業員に対し新株予約権を付与す

ることを平成19年２月22日の臨時株主総会において特別決議されたものであります。

決議年月日 平成19年２月22日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役５名及び当社従業員41名

子会社取締役３名及び子会社従業員14名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上（注）

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上
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代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。

（注）株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により払込価額を調整し、調整する１円未満の端数は切り上げ

る。

調整後
＝

調整前
×

１

払込価額 払込価額 分割・併合の比率

　また、時価を下回る価額で新株を発行する場合又は自己株式を処分を行う場合（会社法第194条の規定（単元未

満株主による単元未満売買請求。）に基づく自己株式の売渡し、当社普通株式に転換される証券もしくは転換で

きる証券又は当社普通株式の交付請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の転換ま

たは行使の場合は除く）、次の算式により１株当たりの払込価額を調整し、調整による生じる１円未満の端数は

切り上げる。

　 　 　 　
既発行株式数　　＋

新規発行株式数×１株当たり払込価額

調整後
＝

調整前
×

1株当たり時価

払込価額 払込価額 既発行株式数＋新規発行による増加株式数

（平成20年６月27日定時株主総会決議）

　会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、決算時に在任する当社取締役及び監査役に対し株式報酬

型ストックオプションを付与することを平成20年６月27日の定時株主総会において普通決議されたものであり

ます。

決議年月日 平成20年６月27日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役３名及び監査役１名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 上限70,000株

新株予約権の行使時の払込金額 １株あたり１円

新株予約権の行使期間 割当日の翌日より30年以内で取締役会決議による。

新株予約権の行使の条件

当社及び子会社の取締役・監査役等のいずれかの地

位を喪失した日の翌日から行使できるものとし、その

他の新株予約権行使の条件については、当社取締役会

決議による。

新株予約権の譲渡に関する事項 当社取締役会決議による承認

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 　　　　　　－　　　　　 
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

　

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　

 該当事項はありません。

　

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　

 該当事項はありません。

　

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 4,093 726,388

当期間における取得自己株式 － －

（注）当期間における取得自己株式には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 －　 －　 －　 －　

消却の処分を行った取得自己株式 －　 －　 －　 －　

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ －　 －　 －　

その他

（－）
－　 －　 － －　

保有自己株式数 85,293 －　 85,293 －　

（注）当期間における保有自己株式数には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

　当社では、株主への利益還元を経営の重要課題として位置づけており、会社の収益状況に対応した配当を行うことを

基本としながら、財務体質の強化や将来の事業展開に役立てるための内部留保などにも留意して、総合的に勘案し決

定する方針を採っております。

　当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。これらの剰余金の配当

の決定機関は、取締役会であります。

　当事業年度におきましては、当期純利益を計上することとなりましたが、子会社において新製品の開発や販売力の強

化の途上にあることについて支援する体制から、配当につきましては、やむなく見送らせていただきました。

　次期以降につきましては、第一に業績向上に努め、早期に復配ができるよう努力してまいる所存であります。

　当社は、会社法第454条第５項に規定する中間配当をすることができる旨を定款に定めております。

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第29期 第30期 第31期 第32期 第33期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高（円） 150
320

※325
725 442 246

最低（円） 60
170

※135
210 165 142

（注）最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものによっており、それ以前は日

本証券業協会公表のものによっております。なお、第30期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業

協会公表のものによっております。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高（円） 215 215 199 175 179 179

最低（円） 160 180 173 142 151 163

（注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

代表取締役

社長
－ 飯田　裕樹 昭和47年８月17日生

平成８年４月 野村證券㈱入社

平成12年12月 東京めたりっく通信㈱入社

平成14年１月 ソフトバンクＢＢ㈱入社

平成17年７月 Sydney Business School

Master of International

Business修了

平成17年11月 ソフィア総合研究所㈱入社

平成18年６月 当社取締役財務本部長に就任

平成19年４月 当社代表取締役社長に就任（現任）

(注)２ －

取締役 － 杉本　太 昭和40年８月15日生

平成３年９月 ㈲ネット設立代表取締役社長

平成12年４月 ㈱ドーガ取締役

平成14年８月 ㈲ネット代表取締役退任

平成16年12月 ㈱ドーガ取締役退任

平成16年12月 ソフィア総合研究所㈱取締役

平成18年６月 当社取締役に就任（現任）

平成18年６月 ソフィア総合研究所㈱代表取締役

（現任）

(注)２ 250

取締役 － 柴山　孝輔 昭和51年２月28日生

平成13年４月 ㈱インターネットテレコム入社

平成14年２月 ㈱アイ・ニューズ入社

平成15年４月 ㈱アイ・ニューズ取締役

平成17年２月 ソフィア総合研究所㈱入社

平成18年８月 ㈱ＤＯＭＩＲＵ取締役（現任）

平成19年１月 ㈱ソフィアシステムズ準備会社

（現㈱ソフィアシステムズ）取

締役（現任）

平成19年２月 ㈱ソフィアモバイル代表取締役

　（現任）

平成19年２月 当社取締役に就任（現任）

(注)２ －

常勤監査役 － 篠崎　宏 昭和５年６月４日生

昭和29年４月 プリンス自動車工業㈱入社

昭和57年４月 日産自動車㈱海外事業本部次長

昭和63年６月 晶和工業㈱（現オリオンテクノ㈱）

代表取締役

平成３年６月 オリオンテクノ㈱監査役

平成８年10月 当社入社、内部監査室長

平成10年６月 常勤監査役に就任（現任）

(注)３ 11

監査役 － 畠中　徹 昭和10年３月14日生

昭和32年４月 攝津製油㈱入社

昭和43年１月 サミット製油㈱設立に参加

昭和53年３月 サミット製油㈱常務取締役

平成２年10月 サミット製油㈱退職

平成15年６月 当社監査役に就任（現任）

(注)３ －

監査役 － 増田　幸太郎 昭和48年８月18日生

平成12年４月 プライスウォーターハウスクーパー

スコンサルティング㈱入社

平成15年９月 ㈱アイ・ブロード・ソリューション

ズ取締役

平成15年12月 ㈱ウエルネスパートナーズ取締役

（現任）

平成16年６月 当社監査役に就任（現任）

平成18年12月 ㈱ウェブクルー取締役（現任）

(注)３ －

　 　 　 　 計 　 261

（注）１．監査役畠中徹、監査役増田幸太郎の両名は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

２．平成20年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から１年

３．平成19年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から４年
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社のコーポレートガバナンスに関する基本的な考え方は、経営の透明性が求められるなか、経営環境の変化に迅

速かつ適切に対応できる組織体制でありながら同時にリスク管理及び牽制の働く組織体制を構築し、維持すること

が重要と考えております。

(1)会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

①会社の機関の基本説明

　当社は監査役制度を採用しております。取締役会は３名の取締役（事業年度末日現在）によって構成され、取締

役会規則で定められた事項の審議と決議及び報告を行っております。また、月１回の経営会議を開催し、取締役会

決議事項の審議、経営会議規程に定められた事項の審議を行っております。その他、経営課題に取り組むにあたっ

ては、日々変化する環境に応じて迅速に対処するため、緊密な連絡・会議を持ち、機動的な経営を行う体制にあり

ます。監査役会は３名の監査役によって構成され、うち２名を社外監査役とし、会社の経営について公正な監査を

行う体制にあります。社外取締役の選任はありません。

②内部牽制組織、組織上の業務部門及び管理部門の配置状況、社内規程の整備状況

　当社及び子会社の管理・統括業務を行う対価として、当社は経営指導料を営業収入としております。当社は、人

事総務部、経理部、財務部、法務部で構成されております。兼職ではありますが、社長直轄の内部監査室が当社及び

子会社の内部統制を管理している部門になります。各部はそれぞれの業務分掌範囲に応じて当社及び子会社の管

理を行い、当社及び子会社への内部牽制が働くよう努めております。

 　社内規程の整備につきましては、規程管理規程に従い必要に応じて制定又は改廃を行っております。また、規程

の周知は人事総務部が行っております。

③内部監査及び監査役監査の状況

　内部監査については、社長直轄の組織として内部監査室を設置しております。主に内部監査規程に基づいた業務

監査を行い、社長への報告を行っております。内部監査を行う人員は５名程度（他部署との兼任を含む）であり

ます。監査役は、取締役会その他重要な会議に出席するほか、取締役等からの聴取、重要な決裁書類等の閲覧を行

うなどの方法により監査を行っております。また、監査役は、会計監査人から監査状況について監査結果の報告会

で説明を受けるほか、必要に応じて会計監査人と情報の交換をしております。

④会計監査の状況

　当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、三浦昭彦、赤荻隆の２名であり、アーク監査法人に所属しており

ます。当社の会計監査業務に係る補助者の構成は、公認会計士３名、会計士補等８名であります。

⑤社外取締役及び社外監査役との関係

　２名の社外監査役は、当社グループ会社の出身ではなく、当社との利害関係はありません。また、社外取締役の選

任はありません。

 (2)内部統制システムの整備に関する基本方針

 当社は、平成18年5月25日開催の取締役会において、内部統制システムの整備に関する基本方針について下記のと

おり決議いたしました。

 ①取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

　企業理念において「内外の法及びその精神を遵守し、オープンでフェアな企業活動を通じて、社会から信頼され

る企業市民をめざし、社会との調和ある成長を遂げる。」と定め、役職員が法令・定款及び社会規範を遵守した行

動をとるための行動規範とする。その精神を代表取締役が繰り返し役職員に伝えることによって、法令遵守があ

らゆる企業活動の前提となることを徹底する。内部監査部門は、各部門の業務が法令及び定款並びに社内規程に

適合して行われていることを監査において確認する。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　文書管理規程に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書又は電磁的媒体(以下、文書等という)に記録し、保存す

る。取締役及び監査役は、文書管理規程により、常時、これらの文書等を閲覧できるものとする。

③取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制  

　取締役会は取締役、社員が共有する全社的な目標を定め、業務担当取締役はその目標達成のために各部門の具体

的目標及び会社の権限分配・意思決定ルールに基づく権限分配を含めた効率的な達成の方法を定める。取締役会

は定期的に進捗状況をレビューして改善を促し、必要に応じて目標修正を行う。これらの体制により全社的な業

務の効率性を確保する。

④損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　法令遵守、環境、災害、品質、情報セキュリティ及び輸出管理等に係るリスクについては、それぞれの担当部署に

て、規則・ガイドラインの制定、研修の実施、マニュアルの作成・配布等を行うものとし、組織横断的リスク状況

の監視及び全社的対応は管理部が行うものとする。新たに生じたリスクについては取締役会においてすみやかに

対応責任者となる取締役を定める。

⑤当会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

　グループ各社の事業に関して責任を負う取締役を任命し、法令遵守体制、リスク管理体制を構築する権限と責任

EDINET提出書類

株式会社ソフィアホールディングス(E01978)

有価証券報告書

29/95



を与える。本社管理部はこれらを横断的に推進し、管理する。

⑥監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項並びにその使

用人の取締役からの独立性に関する事項

　監査役の職務を補助する組織を管理部とする。監査役より監査業務に必要な命令を受けた職員はその命令に関

して、取締役等の指揮命令を受けないものとする。ただし、監査役より与えられた命令を実行するにあたり、職員

の本来業務に支障が生じると判断される場合は、取締役と監査役の協議により解決する。

⑦取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制

　取締役または使用人は、監査役に対して、法定の事項に加え、当社及び当社グループに重大な影響を及ぼす事項、

内部監査の実施状況をすみやかに報告する体制を整備する。報告の方法(報告書、報告受領者、報告時期等)につい

ては、取締役と監査役との協議により決定する方法による。

⑧その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査役は、代表取締役、会計監査人とそれぞれ定期的に意見交換会を開催する。

(3)役員報酬の内容

　当社の役員報酬の内容は以下のとおりであります。

　取締役及び監査役に支払った報酬

取締役 2名 　 21,500千円

監査役 2名 　 6,750千円

(4)監査報酬の内容

　当社のアーク監査法人への公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬は、12,000千円であります。

その他の業務に基づく報酬はありません。

(5)剰余金の配当等の決定機関

 当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を除き、株

主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨定款に定めております。これは、剰余金の配当等を取締役会

の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。

(6)取締役の定数　

　当社の取締役は、７名以内とする旨を定款に定めております。

　 (7)取締役の選任決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款にて定めております。また、取締役の選任決議は累積投票によら

ない旨も定款に定めております。

　(8)株主総会の特別決議要件

  当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３

分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款にて定めております。これは、

株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするもので

あります。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和51年大蔵省令第28号）」

（以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和38年大蔵省令第59号）」(以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）

の連結財務諸表及び前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表については、あずさ監査

法人により監査を受け、また、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度（平成19年４月１

日から平成20年３月31日まで）の連結財務諸表及び当事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の

財務諸表については、アーク監査法人により監査を受けております。

　なお、当社の監査人は次の通り交代しております。

　　前連結会計年度及び前事業年度　あずさ監査法人

　　当連結会計年度及び当事業年度　アーク監査法人
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

　 　
前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部） 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１．現金及び預金 　  1,147,771   1,839,134  

２．受取手形及び売掛金 ※３  1,645,321   1,727,772  

３．有価証券 　  －   60,833  

４．たな卸資産 　  223,120   277,997  

 ５．繰延税金資産 　  －   90,154  

６．その他 　  224,270   88,277  

貸倒引当金 　  △32,120   △28,216  

流動資産合計 　  3,208,363 72.6  4,055,953 74.8

Ⅱ　固定資産 　       

１．有形固定資産 　       

(1)建物及び構築物 　 1,084,177   1,080,987   

減価償却累計額 ※２ 733,790 350,386  748,840 332,146  

(2)機械装置及び運搬具 　 23,527   22,897   

減価償却累計額 ※２ 23,112 414  22,897 －  

(3)土地 　  418,041   418,041  

(4)その他 　 382,741   407,180   

減価償却累計額 ※２ 368,693 14,048  395,605 11,575  

有形固定資産合計 　  782,890 17.7  761,763 14.1

２．無形固定資産 　       

(1)ソフトウェア 　  3,703   24,026  

(2)のれん 　  64,764   －  

無形固定資産合計 　  68,468 1.6  24,026 0.4

３．投資その他の資産 　       

(1)投資有価証券 ※１  285,966   412,968  

(2)長期貸付金 　  17,607   15,831  

 (3)繰延税金資産 　  －   92,182  

(4)その他 　  80,363   84,220  

貸倒引当金 　  △25,492   △27,510  

投資その他の資産合計 　  358,445 8.1  577,693 10.7

固定資産合計 　  1,209,804 27.4  1,363,484 25.2

資産合計 　  4,418,167 100.0  5,419,437 100.0
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前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部） 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１．支払手形及び買掛金 ※３  605,819   1,070,658  

２．短期借入金 　  －   100,000  

３．1年以内償還予定の社債 　  156,000   196,000  

４．未払法人税等 　  67,411   71,901  

５．賞与引当金 　  56,000   55,000  

６．製品保証引当金 　  1,000   1,000  

７．その他 　  261,198   206,122  

流動負債合計 　  1,147,429 26.0  1,700,682 31.4

Ⅱ　固定負債 　       

１．社債 　  396,000   400,000  

２．退職給付引当金 　  170,584   178,093  

３．役員退職給与引当金 　  31,780   2,600  

固定負債合計 　  598,364 13.5  580,693 10.7

負債合計 　  1,745,794 39.5  2,281,376 42.1

　 　       

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  2,108,000 47.7  2,108,000 38.9

２．資本剰余金 　  804,706 18.2  804,706 14.8

３．利益剰余金 　  △193,805 △4.4  210,500 3.9

４．自己株式 　  △18,551 △0.4  △19,277 △0.3

　　株主資本合計 　  2,700,349 61.1  3,103,928 57.3

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

その他有価証券評価差額金 　  △31,474 △0.7  △11,341 △0.2

　　評価・換算差額等合計 　  △31,474 △0.7  △11,341 △0.2

Ⅲ　新株予約権 　  3,498 0.1  45,474 0.8

純資産合計 　  2,672,373 60.5  3,138,061 57.9

負債純資産合計 　  4,418,167 100.0  5,419,437 100.0
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②【連結損益計算書】

　 　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分 注記
番号

金額（千円） 百分比
（％）

金額（千円） 百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　  4,405,884 100.0  5,696,218 100.0

Ⅱ　売上原価 ※２  2,799,216 63.5  3,902,215 68.5

売上総利益 　  1,606,668 36.5  1,794,003 31.5

Ⅲ　販売費及び一般管理費
※１
※２

 1,246,118 28.3  1,379,639 24.2

営業利益 　  360,550 8.2  414,363 7.3

Ⅳ　営業外収益 　       

１．受取利息 　 1,155   2,660   

２．受取配当金 　 8,947   14,714   

３．有価証券運用益 　 13   －   

４．投資有価証券売却益 　 4,653   －   

５．未請求債務整理益 　 －   8,279   

６．その他 　 135 14,905 0.3 5,674 31,329 0.6

Ⅴ　営業外費用 　       

 １．支払利息 　 3,587   7,434   

２．社債発行費 　 10,899   4,517   

３．持分法による投資損失 　 25,000   56,220   

４．投資有価証券評価損 　 91,527   －   

５．その他 　 4,210 135,225 3.1 9,047 77,218 1.4

経常利益 　  240,230 5.5  368,474 6.5

Ⅵ　特別利益 　       

１．固定資産売却益 ※３ 1,522   152   

２．投資有価証券売却益 　 －   34,803   

３．役員退職金返上額 　 －   15,230   

４．保険解約返戻額 　 －   7,581   

５．貸倒引当金戻入益 　 －   1,885   

６．持分変動利益 　 62,535 64,058 1.5 21,661 81,314 1.4

Ⅶ　特別損失 　       

１．固定資産除却損 ※４ 1,354   －   

２．減損損失 ※５ 406,860   －   

３．事業改善損失 ※６ 111,741   －   

 ４．投資有価証券評価損 　 －   70,114   

 ５．貸倒引当金繰入額 　 25,292 545,248 12.4 － 70,114 1.2

税金等調整前当期純利
益又は税金等調整前当
期純損失（△）

　  △240,960 △5.5  379,673 6.7

法人税、住民税及び事業
税

　 83,704   100,587   

 法人税等調整額 　 6,207 89,911 2.0 △182,788 △82,200 △1.4

当期純利益又は当期純
損失（△）

　  △330,871 △7.5  461,874 8.1
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日　残高（千円） 2,108,000 804,706 137,066 △18,359 3,031,413

連結会計年度中の変動額      

当期純損失   △330,871  △330,871

自己株式の取得    △192 △192

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

－ － △330,871 △192 △331,063

平成19年３月31日　残高（千円） 2,108,000 804,706 △193,805 △18,551 2,700,349

 

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
その他有価証券評価
差額金

評価・換算差額等合
計

平成18年３月31日　残高（千円） 1,080 1,080 － 3,032,494

連結会計年度中の変動額     

当期純損失    △330,871

自己株式の取得    △192

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

△32,554 △32,554 3,498 △29,056

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

△32,554 △32,554 3,498 △360,121

平成19年３月31日　残高（千円） △31,474 △31,474 3,498 2,672,373

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日　残高（千円） 2,108,000 804,706 △193,805 △18,551 2,700,349

連結会計年度中の変動額      

当期純利益   461,874  461,874

自己株式の取得    △726 △726

合併による利益剰余金増減    △57,568  △57,568

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

  404,305 △726 403,579

平成20年３月31日　残高（千円） 2,108,000 804,706 210,500 △19,277 3,103,928

 

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
その他有価証券評価
差額金

評価・換算差額等合
計

平成19年３月31日　残高（千円） △31,474 △31,474 3,498 2,672,373

連結会計年度中の変動額     

当期純利益    461,874

自己株式の取得    △726

合併による利益剰余金増減     △57,568

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

20,132 20,132 41,976 62,108

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

20,132 20,132 41,976 465,687
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評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
その他有価証券評価
差額金

評価・換算差額等合
計

平成20年３月31日　残高（千円） △11,341 △11,341 45,474 3,138,061
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

　 　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フ
ロー

　   

税金等調整前当期純利益又
は税金等調整前当期純損失
（△）

　 △240,960 379,673

減価償却費 　 44,312 37,131

減損損失 　 406,860 －

のれん償却額 　 7,196 7,196

社債発行費 　 10,899 4,517

退職給付引当金の増加額
（△減少額）

　 △41,309 7,508

役員退職給与引当金の
減少額

　 △5,650 △29,180

貸倒引当金の増加額
（△減少額）

　 40,743 △1,885

その他引当金の減少額 　 △18,000 △1,000

受取利息及び受取配当金 　 △10,102 △17,375

投資有価証券評価損 　 91,527 70,114

支払利息及び割引料 　 3,587 7,434

有価証券運用益 　 △13 －

投資有価証券売却益 　 △4,653 △34,803

持分法投資損益 　 25,000 57,452

持分変動損益 　 △62,535 △21,661

固定資産除却損 　 1,354 －

固定資産売却益 　 △1,522 △152

たな卸資産廃棄損及び評価
損

　 56,687 －

売上債権の増加額 　 △398,250 △83,469

たな卸資産の増加額 　 △14,468 △54,877

前渡金の減少額 　 － 139,530

その他資産の増加額 　 △123,906 △23,138

仕入債務の増加額 　 98,799 464,838

未払費用の増加額
（△減少額）

　 1,937 △1,810

未払金の減少額 　 － △72,801

預り金の増加額 　 42,112 44,733

新株予約権の増加額 　 3,498 41,976

その他負債の増加額
（△減少額）

　 61,072 △20,979

小計 　 △25,784 898,973
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

利息及び配当金の受取額 　 10,103 17,375

利息の支払額 　 △2,897 △6,969

法人税等の支払額 　 △119,544 △100,779

営業活動によるキャッシュ・
フロー

　 △138,122 808,599

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フ
ロー

　   

投資有価証券の取得による
支出

　 △108,300 △70,344

投資有価証券の売却による
収入

　 81,732 152,821

有形固定資産の取得による
支出

　 △47,674 △13,122

有形固定資産の売却による
収入

　 2,112 567

無形固定資産の取得による
支出

　 △13,848 △23,620

 信用取引による収入 　 13 －

貸付による支出 　 △240 △352

貸付金の回収による収入 　 13,400 1,775

新規連結子会社取得による
支出

※２ △40,215 －

関連会社株式取得による支
出 

　 － △260,000

出資金による支出 　 － △10

投資活動によるキャッシュ・
フロー

　 △113,017 △212,284

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フ
ロー

　   

短期借入金の純増減額 　 △15,000 100,000

社債の発行による収入 　 589,100 195,482

社債の償還による支出 　 △48,000 △156,000

自己株式の取得による支出 　 △192 △726

財務活動によるキャッシュ・
フロー

　 525,908 138,756

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算
差額

　 － －

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額 　 274,767 735,071

Ⅵ　現金及び現金同等物期首残高 　 890,128 1,164,896

Ⅶ　現金及び現金同等物期末残高 ※１ 1,164,896 1,899,967
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項 子会社４社はすべて連結しております。

　連結子会社の名称

　ソフィア総合研究所株式会社

　アーツテクノロジー株式会社

　株式会社ソフィアモバイル

　株式会社ソフィアシステムズ準備会社

　上記のうち、アーツテクノロジー株式会

社については、当連結会計年度において新

たに全株式を取得したため、連結の範囲に

含めております。

　また、株式会社ソフィアモバイル及び株

式会社ソフィアシステムズ準備会社につ

いては、当連結会計年度において新たに設

立したため、連結の範囲に含めておりま

す。

子会社３社はすべて連結しております。

　連結子会社の名称

　ソフィア総合研究所株式会社

　株式会社ソフィアモバイル

　株式会社ソフィアシステムズ

　（旧株式会社ソフィアシステムズ準備　

　　会社）

　なお、前連結会計年度に連結子会社で

あった、アーツテクノロジー株式会社につ

いては、平成19年10月１日付でソフィア総

合研究所株式会社と合併しております。し

たがって、当連結会計年度は合併期日前日

までの損益計算書のみ連結しております。

２．持分法の適用に関する事

項

持分法適用の関連会社数　１社

　持分法適用の関連会社の名称

　　株式会社ＤＯＭＩＲＵ（ドミル）

 

　株式会社ＤＯＭＩＲＵ（ドミル）につい

ては、当連結会計年度中に新たに共同で出

資設立したため、持分法を適用しておりま

す。

　株式会社WiMAXソリューションズにつ

いては、当連結会計年度中に新たに共同で

出資設立しましたが、当連結会計年度中に

全株式売却に伴い、関連会社に該当しない

こととなったため、持分法を適用しており

ません。

持分法適用の関連会社数　２社

　持分法適用の関連会社の名称

　　株式会社ＤＯＭＩＲＵ（ドミル）

　　株式会社シアーズ

 

　株式会社シアーズにつきましては、当連

結会計年度末をみなし取得日としている

ため、当連結会計年度は同社に係る持分法

投資損益を計上しておりません。

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社の決算日は連結決算日と一致

しております。

　同左

４．会計処理基準に関する事

項

　 　

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

連結決算日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均

法により算定)  

時価のないもの

移動平均法による原価法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

同左  

 

 

 

時価のないもの

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　 ②たな卸資産

商品、製品、原材料、仕掛品

移動平均法による原価法

貯蔵品

最終仕入原価法による原価法

②たな卸資産

商品、製品、原材料、仕掛品

同左

貯蔵品

同左

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法

①有形固定資産　　定率法

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物及び構築物　　10～50年

①有形固定資産　　定率法

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物及び構築物　　10～50年

（会計方針の変更）

　当社及び連結子会社は、法人税法の改

正に伴い、当連結会計年度より、平成19

年４月１日以降に取得した有形固定資

産について、改正後の法人税法に基づく

減価償却の方法に変更しております。

　この変更による損益に与える影響は軽

微であります。

（追加情報）

　当社及び連結子会社は、法人税法の改

正に伴い、平成19年３月31日以前に取得

した有形固定資産については、改正前の

法人税法に基づく減価償却の方法の適

用により取得価額の5％に到達した連結

会計年度の翌連結会計年度より、取得価

額の5％相当額と備忘価額との差額を５

年間にわたり均等償却し、減価償却費に

含めて計上しております。

　この変更による損益に与える影響は軽

微であります。

　 ②無形固定資産　　

　自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間(５年)に基

づく定額法を採用しております。

②無形固定資産　　

同左

(3）重要な引当金の計上基

準

①貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。

①貸倒引当金

　同左

　 ②賞与引当金

　従業員賞与（使用人兼務役員の使用人

分を含む）の支給に充てるため、支給見

込額を計上しております。

②賞与引当金

　連結子会社１社において、従業員賞与

（使用人兼務役員の使用人分を含む）

の支給に充てるため、支給見込額を計上

しております
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 ③製品保証引当金

　製品の無償保証期間中の修理費用支出

に備えるため、保証期間内の修理費用見

込額を過去の実績額を基礎として算定

計上しております。

③製品保証引当金

  連結子会社１社において、製品の無償

保証期間中の修理費用支出に備えるた

め、保証期間内の修理費用見込額を過去

の実績額を基礎として算定計上してお

ります。

 ④退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務の

見込額を計上しております。

④退職給付引当金

　連結子会社１社において、従業員の退

職給付に備えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務の見込額を計上

しております。 

 ⑤役員退職給与引当金

　役員の退職慰労金の支給に充てるた

め、内規に基づく連結会計年度末要支給

額を計上しております。

⑤役員退職給与引当金

　連結子会社１社において、役員の退職

慰労金の支給に充てるため、内規に基づ

く連結会計年度末要支給額を計上して

おります。

(4)重要なリース取引の処理

方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

　同左

(5)その他連結財務諸表作成

のための重要な事項

①繰延資産の処理方法

　社債発行費は、支出時に全額費用処理し

ております。 

②消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。

 ③連結納税制度の適用

　当連結会計年度から連結納税制度を適用

しております。 

①繰延資産の処理方法

　同左

 

②消費税等の会計処理

同左　

 

 ③連結納税制度の適用

　連結納税制度を適用しております。 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しておりま

す。

　同左

６．のれんの償却に関する事

項

　のれんの償却については、効果の発現す

る期間を合理的に見積り、当該期間にわた

り均等償却しております。ただし、金額が

僅少なものについては発生時に一括で償

却しております。

　同左

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の到来する

短期投資からなっております。

　同左
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平

成17年12月９日）を適用しております。従来の「資本の

部」の合計に相当する金額は、2,616,470千円であります。

　なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産

の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後

の連結財務諸表規則により作成しております。

――――――――

（企業結合に係る会計基準等）

　当連結会計年度から「企業結合に係る会計基準」（企業

会計審議会　平成15年10月31日）及び「事業分離等に関す

る会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月27日　

企業会計基準第７号）並びに「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準委

員会　平成17年12月27日　企業会計基準適用指針第10号）

を適用しております。

――――――――

（ストック・オプション等に関する会計基準）

　当連結会計年度より「ストック・オプション等に関する

会計基準」（企業会計基準第８号　平成17年12月27日）及

び「ストック・オプション等に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第11号　平成18年５月31日）

を適用しております。

　これにより営業利益及び経常利益は、それぞれ3,498千円

減少し、税金等調整前当期純損失は、3,498千円増加してお

ります。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載し

ております。

――――――――
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表示方法の変更

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 （連結キャッシュ・フロー計算書）

　前連結会計年度において営業活動によるキャッシュ・フ

ローの「その他資産の増加額」に含めて表示していた

「前渡金の増加額」（△49,337千円）は、当社グループの

営業活動によるキャッシュ・フローの状況をより明瞭に

表示するため、当連結会計年度より区分掲記しておりま

す。

　前連結会計年度において営業活動によるキャッシュ・フ

ローの「その他負債の増加額（減少額）」に含めて表示

していた「未払金の増加額（減少額）」（22,732千円）

は、当社グループの営業活動によるキャッシュ・フローの

状況をより明瞭に表示するため、当連結会計年度より区分

掲記しております。
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

※１．関連会社に対するものは、次のとおりであります。

　　　投資有価証券（株式）　62,535千円

※１．関連会社に対するものは、次のとおりであります。

　　　投資有価証券（株式）　286,743千円

※２．減価償却累計額には減損損失累計額を含めて表示

しております。

※２．同左

※３．連結会計年度末日満期手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理をしております。な

お、当連結会計年度の末日は金融機関の休日であっ

たため、以下の連結会計年度末日満期手形が、連結

会計年度末残高に含まれております。 

受取手形　　　　　　　　367千円

支払手形　　　　　　　4,300千円

※３．　　　　　　　――――――――
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

製品保証引当金繰入額      1,000千円

貸倒引当金繰入額      23,167千円

給与・賞与 504,352千円

賞与引当金繰入額       25,880千円

退職給付費用       11,006千円

役員退職給与引当金繰入額      4,720千円

減価償却費       21,208千円

研究開発費     219,486千円

製品保証引当金繰入額        1,000千円

給与・賞与      512,593千円

賞与引当金繰入額       20,790千円

退職給付費用        7,131千円

役員退職給与引当金繰入額        2,600千円

減価償却費      24,166千円

研究開発費      247,495千円

　 　

※２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費

※２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費

　      219,486千円 　      247,495千円

研究開発費の内訳 研究開発費の内訳

材料費       56,390千円

人件費   141,076千円

経費  22,019千円

計    219,486千円

材料費       56,125千円

人件費      173,381千円

経費     17,988千円

計     247,495千円

　なお、人件費には賞与引当金繰入額15,140千円、退

職給付費用4,209千円が含まれており、経費には減価

償却費1,914千円が含まれております。

　なお、人件費には賞与引当金繰入額17,920千円、退

職給付費用4,131千円が含まれており、経費には減価

償却費128千円が含まれております。

　 　

※３．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

車両運搬具  1,522 千円

計 1,522 千円

※３．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

車両運搬具        152千円

計       152千円

※４．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 ※４．　　　　　　――――――――

建物及び構築物    874千円

機械装置及び運搬具    479千円

計      1,354千円
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前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※５．減損損失

　当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産グループについて減損損失を計上しました。

用途 種類 場所

デザインオート

メーション事業

用資産 

機械装置及び運

搬具、工具器具備

品他 

㈱ソフィアシス

テムズ本社

(神奈川県川崎市

) 

情報システム事

業用資産  

機械装置及び運

搬具、工具器具備

品他 

㈱ソフィアシス

テムズ本社

(神奈川県川崎市

) 

全社資産  
建物及び構築物、

土地他 

㈱ソフィアシス

テムズ本社

(神奈川県川崎市

) 及び厚生施設

（東京都町田

市）

　当社グループは、事業の種類別セグメントの区分

ごとに資産をグルーピングしております。これらの

資産については、経営環境の悪化により経常的な収

益が見込めなくなったため、帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損

失に計上しました。その内訳は、建物及び構築物

50,312千円、機械装置及び運搬具8,962千円、工具器

具備品44,876千円、土地272,520千円及びソフトウェ

ア他30,188千円であります。なお、回収可能価額は正

味売却価額により測定しており、市場価額を反映し

ていると考えられる固定資産税評価額及び路線価

等により評価しております。

※５．　　　　　　――――――――

　

 ※６．事業改善損失の内訳は以下のとおりであります。

たな卸資産廃棄損　　　　40,687千円

たな卸資産評価損　　　　16,000千円

特別退職金　　　　　　　55,054千円

 ※６．　　　　　　――――――――
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 20,693,000 － － 20,693,000

自己株式     

普通株式 80,500 700 － 81,200

 （注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（千株） 
当連結会計
年度末残高
（千円）

前連結会計
年度末

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社 平成19年ストック・オプショ

ンとしての新株予約権
－ － － － － 3,498

合計 － － － － － 3,498

  

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 20,693,000 － － 20,693,000

自己株式     

普通株式 81,200 4,093 － 85,293

 （注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（千株） 
当連結会計
年度末残高
（千円）

前連結会計
年度末

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社 平成19年ストック・オプショ

ンとしての新株予約権
－ － － － － 45,474

合計 － － － － － 45,474
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１. 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

(平成19年３月31日現在)

※１. 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

(平成20年３月31日現在)

現金及び預金勘定    1,147,771千円

預け金（流動資産その他）   17,124千円

現金及び現金同等物   1,164,896千円

現金及び預金勘定    1,839,134千円

預け金（流動資産その他）      60,833千円

現金及び現金同等物    1,899,967千円

※２．株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内訳

　株式の取得により新たにアーツテクノロジー株式会

社を連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債

の主な内訳並びにアーツテクノロジー株式会社取得

のための支出 （純額）との関係は次のとおりであり

ます。

※２．　　　　　　　――――――――

流動資産    30,270千円

固定資産    194千円

のれん    71,960千円

流動負債   △52,425千円

株式の取得価額   50,000千円

現金及び現金同等物   △9,784千円

差引：取引のための支出   40,215千円
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

ソフト
ウェア

18,235 13,118 5,117

工具器具
備品 

489,708 77,962 411,746

合計 507,944 91,081 416,863

　
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

ソフト
ウェア

3,835 2,077 1,758

車輌
運搬具　

6,339 1,921 4,417

工具器具
備品 

625,252 198,183 427,069

合計 635,428 202,182 433,245

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額

１年内     96,133千円

１年超    325,850千円

合計 421,983千円

１年内    123,694千円

１年超  320,086千円

合計 443,781千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 (3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料     81,718千円

減価償却費相当額     74,830千円

支払利息相当額     11,348千円

支払リース料 128,162千円

減価償却費相当額 117,809千円

支払利息相当額  15,216千円

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

　同左

(5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。

(5）利息相当額の算定方法

　同左

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありませんので、

項目等の記載は省略しております。

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありませんので、

項目等の記載は省略しております。
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（有価証券関係）

前連結会計年度（平成19年３月31日）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 種類 取得原価（千円）
連結貸借対照表計上
額（千円）

差額（千円）

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

(1）株式 95,945 94,805 △1,140

(2）その他 101,164 70,830 △30,334

小計 197,109 165,635 △31,474

合計 197,109 165,635 △31,474

（注）減損処理を行ったその他有価証券の取得原価については、減損処理後の帳簿価額を記載しております。

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

81,732 4,653 －

３．時価評価されていない主な有価証券の内容

　 連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券
非上場株式

57,795

当連結会計年度（平成20年３月31日）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 種類 取得原価（千円）
連結貸借対照表計上
額（千円）

差額（千円）

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

(1）株式 75,565 64,674 △10,890

(2）その他 40,755 40,755 －

小計 116,320 105,429 △10,890

合計 116,320 105,429 △10,890

（注）減損処理を行ったその他有価証券の取得原価については、減損処理後の帳簿価額を記載しております。

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

152,821 34,803 －

３．時価評価されていない主な有価証券の内容

　 連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券
非上場株式

20,795

子会社株式及び関連会社株式　
関連会社株式　

286,743
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（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）及び当連結会計年度（自平成19年４月１日　至平

成20年３月31日）

　当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社連結子会社１社は、退職一時金制度を採用しております。

２．退職給付債務及びその内訳

　当社連結子会社１社は、退職給付債務の算定方法として簡便法を採用しております。

　
前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

(1）退職給付債務（千円） △170,584 △178,093

(2）退職給付引当金（千円） △170,584 △178,093

３．退職給付費用の内訳

　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

勤務費用（千円） 24,482 17,559

臨時に支払った割増退職金（千

円）
55,054 －

合計（千円） 79,537 17,559

（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名

 販売費及び一般管理費　　3,498千円

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
平成13年

ストック・オプション
平成16年

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション
平成19年

ストック・オプション

付与対象者の区分

及び数

当社取締役　　2名

当社従業員　 15名

当社取締役　　5名

当社従業員　 18名

子会社取締役  3名

子会社従業員  1名

当社取締役　　5名　

当社従業員   41名　

子会社取締役  3名

子会社従業員 14名

ストック・オプ

ション数
普通株式　　85,000株 普通株式　　866,000株 普通株式　　364,000株 普通株式　　792,000株

付与日 平成13年８月31日 平成16年７月15日 平成17年３月２日 平成19年３月29日

権利確定条件

付与日（平成13年８月
31日）以降、権利確定
日（平成15年６月30
日）まで継続して勤務

していること。 

 付与日（平成16年７月

15日）以降、権利確定

日（平成18年６月30

日）まで継続して勤務

していること。

 付与日（平成17年３月

２日）以降、権利確定

日（平成19年３月２

日）まで継続して勤務

していること。

 付与日（平成19年３月

29日）以降、権利確定

日（平成21年２月22

日）まで継続して勤務

していること。

対象勤務期間

 ２年間（自平成13年７

月１日至平成15年６月

30日）

 ２年間（自平成16年７

月１日至平成18年６月

30日）

 ２年間（自平成17年３

月３日至平成19年３月

２日）

 ２年間（自平成19年２

月23日至平成21年２月

22日）

権利行使期間  権利確定後６年以内。  権利確定後８年以内。  同左  同左

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 
平成13年

ストック・オプション
平成16年

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション
平成19年

ストック・オプション

権利確定前（株）     
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平成13年

ストック・オプション
平成16年

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション
平成19年

ストック・オプション

前連結会計年度

末
－ 866,000 363,000 －

付与 － － － 792,000

失効 － － － －

権利確定 － 866,000 363,000 －

未確定残 － － － 792,000

権利確定後（株）     

前連結会計年度

末
68,000 － － －

権利確定 － 866,000 363,000 －

権利行使 － － － －

失効 2,000 18,000 － －

未行使残 66,000 848,000 363,000 －

②　単価情報

 
平成13年

ストック・オプション
平成16年

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション
平成19年

ストック・オプション

権利行使価格

（円）
237 262 244 213

行使時平均株価　　　

　　（円）
－ － － －

公正な評価単価

（付与日）（円）
－ － － 106

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

　当連結会計年度において付与された平成19年ストック・オプションについての公正な評価単価の見積方法は

以下のとおりであります。

①　使用した評価技法　　　　　ブラック・ショールズ式

②　主な基礎数値及び見積方法

　 平成19年ストック・オプション

 株価変動性（注）１． 71.0％

 予想残存期間（注）２． ５年11ヶ月

 予想配当利回り（注）３． 0.00％

 無リスク利子率（注）４． 1.29％

（注）１．５年11ヶ月間（平成13年４月から平成19年３月まで）の株価実績に基づき算定しております。

２．十分なデータの蓄積がなく、合理的な見積りが困難であるため、権利行使期間の中間点において行

使されるものと推定して見積もっております。

３．平成18年３月期の配当実績によっております。

４．予想残存期間に対応する期間に近似する分離国債の利回りより算出しております。
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４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

 　基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用し

ております。なお、実績の失効数はありませんでした。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名

 販売費及び一般管理費　　41,976千円

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
平成13年

ストック・オプション
平成16年

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション
平成19年

ストック・オプション

付与対象者の区分

及び数

当社取締役　　2名

当社従業員　 15名

当社取締役　　5名

当社従業員　 18名

子会社取締役  3名

子会社従業員  1名

当社取締役　　5名　

当社従業員   41名　

子会社取締役  3名

子会社従業員 14名

ストック・オプ

ション数
普通株式　　85,000株 普通株式　　866,000株 普通株式　　364,000株 普通株式　　792,000株

付与日 平成13年８月31日 平成16年７月15日 平成17年３月２日 平成19年３月29日

権利確定条件

付与日（平成13年８月
31日）以降、権利確定
日（平成15年６月30
日）まで継続して勤務

していること。 

 付与日（平成16年７月

15日）以降、権利確定

日（平成18年６月30

日）まで継続して勤務

していること。

 付与日（平成17年３月

２日）以降、権利確定

日（平成19年３月２

日）まで継続して勤務

していること。

 付与日（平成19年３月

29日）以降、権利確定

日（平成21年２月22

日）まで継続して勤務

していること。

対象勤務期間

 ２年間（自平成13年７

月１日至平成15年６月

30日）

 ２年間（自平成16年７

月１日至平成18年６月

30日）

 ２年間（自平成17年３

月３日至平成19年３月

２日）

 ２年間（自平成19年２

月23日至平成21年２月

22日）

権利行使期間  権利確定後６年以内。  権利確定後８年以内。  同左  同左

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 
平成13年

ストック・オプション
平成16年

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション
平成19年

ストック・オプション

権利確定前（株）     

前連結会計年度

末
－ － － 792,000

付与 － － － －

失効 － － － －

権利確定 － － － －

未確定残 － － － 792,000

権利確定後（株）     

前連結会計年度

末
66,000 848,000 363,000 －

権利確定 － － － －

権利行使 － － － －

失効 － － － －

未行使残 66,000 848,000 363,000 －

②　単価情報
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平成13年

ストック・オプション
平成16年

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション
平成19年

ストック・オプション

権利行使価格

（円）
237 262 244 213

行使時平均株価　　　

　　（円）
－ － － －

公正な評価単価

（付与日）（円）
－ － － 106

３．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

 　基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用し

ております。なお、実績の失効数はありませんでした。
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成19年３月31日)

当連結会計年度
（平成20年３月31日)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な内訳 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な内訳

繰延税金資産 （単位　千円)

たな卸資産評価損否認 29,667

賞与引当金繰入限度超過額 22,758

退職給付引当金繰入限度超過額 69,325

役員退職給与引当金否認 12,915

投資有価証券評価損否認 58,144

減損損失否認 157,368

繰越欠損金 58,118

 その他 42,702

繰延税金資産小計 451,000

評価性引当額 △451,000

繰延税金資産合計 －

　  

繰延税金資産 （単位　千円)

たな卸資産評価損否認 33,866

貸倒引当金否認 21,828

賞与引当金繰入限度超過額 22,715

退職給付引当金繰入限度超過額 73,552

投資有価証券評価損否認 47,411

減損損失否認 141,805

未確定給与

（ストックオプション）

18,594

 その他 15,225

繰延税金資産小計 374,998

評価性引当額 △192,210

繰延税金資産合計 182,788

繰延税金負債　 （単位　千円)　

　その他有価証券評価差額金 △450

繰延税金負債合計　 △450

繰延税金資産の純額　 182,337

　

　　連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

　　　流動資産－繰延税金資産　　　　　　90,154

　　　固定資産－繰延税金資産　　　　　　92,182

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因

　当期純損失を計上しているため記載を省略しておりま

す。

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因

　

 （％）

法定実効税率 40.9

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.9

欠損金等控除 △19.6

評価性引当額の減少　 △52.4

均等割 1.4

子会社税率差 1.3

持分法損失 6.2

持分変動損益 △2.3

その他 0.9

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △21.7
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（企業結合等関係）

当連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

　共通支配下の取引等

　１．対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を含む

　　取引の概要

　　(1）対象となった事業の名称及びその事業の内容

事業の名称　　当社の連結子会社であるアーツテクノロジー株式会社のＥＣシステムサイト構築事業

事業の内容　　主として企業向けにＥＣシステムの構築支援及び委託を行っております。

　 （2）企業結合の法的形式

　　　　アーツテクノロジー株式会社（当社の連結子会社）を消滅会社、ソフィア総合研究所株式会社（当社の連結子会　

　　　社）を存続会社とする吸収合併

　 （3）結合後企業の名称

　      ソフィア総合研究所株式会社（当社の連結子会社）

　 （4）取引の目的を含む取引の概要

　当社グループが提供するシステム構築事業を当社グループにおけるシステム構築中核会社であるソフィア総合研

究所式会社に集約することで、当該業務の品質をより高いレベルで均等化して顧客満足度を高めるとともに、間接

業務の効率化を図り収益性を向上させることを目的として、連結子会社であるアーツテクノロジー株式会社（消滅

会社）と同じくソフィア総合研究所株式会社（存続会社）が平成19年10月１日付で合併したものであります。

　当該合併は100％子会社同士の合併でありますので、合併により発行する新株はありません。

　２．実施した会計処理の概要

　「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平成15年10月31日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会

計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　最終改正平成18年12月22日）に基づき、共通支配下の

取引として処理しております。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　

デザイン
オートメー
ション事業
（千円）

情報システ
ム事業
（千円）

インター
ネット関連
事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

Ⅰ　売上高及び営業損益       

売上高       

(1)外部顧客に対する売上高 1,807,055 212,149 2,386,679 4,405,884 － 4,405,884

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 13,581 － 13,581 △13,581 －

計 1,807,055 225,731 2,386,679 4,419,466 △13,581 4,405,884

営業費用 1,968,931 162,938 1,855,858 3,987,728 57,605 4,045,334

営業利益又は

営業損失（△）
△161,875 62,792 530,820 431,737 △71,187 360,550

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本的

支出
      

資産 1,324,853 183,822 1,598,766 3,107,441 1,310,726 4,418,167

減価償却費 27,827 701 3,709 32,238 12,073 44,312

減損損失 49,755 371 － 50,126 356,734 406,860

資本的支出 23,539 － 26,245 49,785 11,738 61,523

　（注）１．事業区分の方法

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２．各区分に属する主要な製品

(1)デザインオートメーション事業　　インサーキットエミュレータ、評価ボード

(2)情報システム事業　　　　　　　　ネットワーク対応長時間録音装置

(3)インターネット関連事業　　　　　インターネット関連のシステム開発、データセンタの運用保守及び

　　　　　　　　　　　　　　　　　 コンサルティング

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は71,269千円であり、その主なものは

管理部門に係る費用であります。

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は1,248,526千円であり、その主なものは当社での

余資運用資金（現金）及び管理部門に係る資産であります。

５．会計方針の変更

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より「ストッ

ク・オプション等に関する会計基準」（企業会計基準第８号　平成17年12月27日）及び「ストック・オプ

ション等に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第11号　平成18年５月31日）を適用してお

ります。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて「デザインオートメーション事業」は556千円、

「情報システム事業」は22千円、「インターネット関連事業」は2,089千円、「消去又は全社」は830千円、そ

れぞれ営業費用が増加し、営業利益（営業損失）がそれぞれ同額減少（増加）しております。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　

デザイン
オートメー
ション事業
（千円）

情報システ
ム事業
（千円）

インター
ネット関連
事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

Ⅰ　売上高及び営業損益       

売上高       

(1)外部顧客に対する売上高 2,252,230 375,921 3,068,067 5,696,218 － 5,696,218

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
136,838 － 27,390 164,228 △164,228 －
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デザイン
オートメー
ション事業
（千円）

情報システ
ム事業
（千円）

インター
ネット関連
事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

計 2,389,068 375,921 3,095,457 5,860,447 △164,228 5,696,218

営業費用 2,264,464 350,636 2,858,863 5,473,964 △192,109 5,281,855

営業利益 126,604 25,284 236,594 386,482 27,880 414,363

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本的

支出
      

資産 1,752,997 380,040 1,779,850 3,912,888 1,506,548 5,419,437

減価償却費 13,412 － 6,243 19,655 17,475 37,131

資本的支出 12,059 － 21,230 33,289 3,452 36,742

　（注）１．事業区分の方法

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２．各区分に属する主要な製品

(1)デザインオートメーション事業　　インサーキットエミュレータ、評価ボード

(2)情報システム事業　　　　　　　　電子ＰＯＰ端末、ネットワーク対応長時間録音装置

(3)インターネット関連事業　　　　　インターネット関連のシステム開発、データセンタの運用保守及び

　　　　　　　　　　　　　　　　　 コンサルティング

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は224,240千円であり、その主なもの

は管理部門に係る費用であります。

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は2,617,525千円であり、その主なものは当社での

余資運用資金（現金）及び管理部門に係る資産であります。

　

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）及び当連結会計年度（自平成19年４月１日　至

平成20年３月31日）

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）及び当連結会計年度（自平成19年４月１日　至

平成20年３月31日）

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

【関連当事者との取引】

前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）及び当連結会計年度（自平成19年４月１日　至

平成20年３月31日）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 129.48円

１株当たり当期純損失金額 16.05円

 　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式は存在するものの１株当たり当

期純損失が計上されているため記載しておりませ

ん。

１株当たり純資産額        150.07円

１株当たり当期純利益金額       22.41円

 　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、希薄化効果を有する潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

（注）１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額（△）の算定上の基礎は以下のとおりであります。

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当期純利益又は当期純損失(△)（千円） △330,871 461,874

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失

(△)（千円）
△330,871 461,874

期中平均株式数（千株） 20,612 20,608

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかっ

た潜在株式の概要

平成13年6月28日定時株主総会決

議ストックオプション

（自己株式譲渡方式）

普通株式  66千株

平成16年6月28日定時株主総会決

議新株予約権

普通株式 848千株

平成17年3月2日臨時株主総会決議

新株予約権

普通株式 363千株

平成19年2月22日臨時株主総会決

議新株予約権

普通株式 792千株

これらの概要は、「第４提出会社

の状況、１．株式等の状況、（2）

新株予約権等の状況、(8)ストック

オプション制度の内容」に記載の

とおりであります。

平成13年6月28日定時株主総会決

議ストックオプション

（自己株式譲渡方式）

普通株式 66千株

平成16年6月28日定時株主総会決

議新株予約権

普通株式　848千株

平成17年3月2日臨時株主総会決議

新株予約権

普通株式 363千株

平成19年2月22日臨時株主総会決

議新株予約権

普通株式 792千株

これらの概要は、「第４提出会社

の状況、１．株式等の状況、（2）

新株予約権等の状況、(8)ストック

オプション制度の内容」に記載の

とおりであります。
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（重要な後発事象）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　会社分割による持株会社への移行

 　平成19年２月22日開催の臨時株主総会の承認を受け

　――――――――

て、平成19年４月１日に当社（同日、株式会社ソフィア

ホールディングスに商号変更）は、株式会社ソフィアシ

ステムズ準備会社（同日、株式会社ソフィアシステムズ

に商号変更）を承継会社とする会社分割（吸収分割）

により、当社の全事業であるデザインオートメーション

事業及び情報システム事業を承継させ、純粋持株会社へ

移行いたしました。

　会社分割に関する事項の概要は以下のとおりでありま

す。

　

(1)会社分割の目的

　グループ各社の役割・事業内容を明確化し、効率的な

経営体制を構築し、企業価値を向上するためでありま

す。

(2)会社分割の方法

　当社を分割会社とし、株式会社ソフィアシステムズ準

備会社を承継会社とする分割型吸収分割の方式です。

(3)株式の割当

　承継会社は分割に際して普通株式7,458株を発行し、こ

れを全て当社に割当交付しております。

(4)会計処理の概要

　企業結合会計上、本分割は共通支配下の取引に該当い

たします。

(5)分割した資産及び負債

資産 金額（千円） 負債 金額（千円）

 流動資産 1,294,494  流動負債 539,146

 固定資産 32,189  固定負債 170,584

 合計 1,326,684  合計 709,731

(6)分割した事業の内容

　①デザインオートメーション事業

組込みシステムと言われるマイクロコンピュータ

応用機器を開発する企業のエンジニアをユーザー

とするインサーキットエミュレータや評価ボード

の開発・製造・販売を主に行っております。

　②情報システム事業

企業向け製品として、ネットワーク対応長時間録音

装置の開発・製造・販売を行っております。

(7)分割会社（当社）の概要

　名称　　　　株式会社ソフィアホールディングス

　住所　　　　東京都中野区本町一丁目32番地２号

　資本金　　　2,108,000千円

　事業内容　　持株会社としてグループ企業を管理
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前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(8)承継会社の概要

　名称　　　　株式会社ソフィアシステムズ

　住所　　　　神奈川県川崎市麻生区南黒川６番２号

　資本金　　　90,000千円

　事業内容　　電子機器の開発、製造、販売
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
（千円）

当期末残高
　（千円）

利率（％） 担保 償還期限

  平成年月日     平成年月日
ソフィア総合研
究所㈱

第１回無担保普通社債
（注）１

18.８.25
252,000
(96,000)

156,000
(96,000)

1.33 なし 21.８.25

        
ソフィア総合研
究所㈱

第２回無担保普通社債
（注）１

19.２.28
300,000
(60,000)

240,000
(60,000)

1.38 なし 24.２.29

        
ソフィア総合研
究所㈱

第３回無担保普通社債
（注）１

19.12.25
－
 

200,000
(40,000)

1.27 なし 24.12.25

合計 － －
552,000
(156,000)

596,000
(196,000)

－ － －

　（注）１．（　）内書は、１年以内の償還予定額であります。

２．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。

１年以内
（百万円）

１年超２年
以内
（百万円）

２年超３年
以内
（百万円）

３年超４年
以内
（百万円）

４年超５年
以内
（百万円）

196 160 100 100 40

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 － 100 1.59 －

１年以内に返済予定の長期借入金 － － － －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － －

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － －

その他の有利子負債 － － － －

合計 － 100 － －

　（注）平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

　

（２）【その他】

該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

　 　 前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

区分 注記
番号

金額（千円） 構成比
（％）

金額（千円） 構成比
（％）

（資産の部） 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１．現金及び預金 　  647,438   339,521  

２．受取手形 ※４　  13,265   －  

３．売掛金 　  802,502   －  

４．有価証券 　  －   60,833  

５．商品 　  3,043   －  

６．製品 　  88,468   －  

７．原材料 　  22,228   －  

８．仕掛品 　  103,593   －  

９．貯蔵品 　  5,787   －  

10．前渡金 　  31,500   －  

11．前払費用 　  －   6,472  

12．未収入金 ※１　  134,030   213,883  

13．未収法人税等 　  32,485   －  

14．繰延税金資産 　  －   2,607  

15．その他 　  18,817   12,500  

貸倒引当金 　  △6,500   －  

流動資産合計 　  1,896,661 64.0  635,817 24.3

Ⅱ　固定資産 　       

１．有形固定資産 　       

(1）建物 　 1,034,622   1,050,311   

減価償却累計額 ※３　 700,945 333,676  718,164 332,146  

(2）構築物 　 30,675   30,675   

減価償却累計額 ※３　 30,675 －  30,675 －  

(3）機械及び装置 　 9,180   －   

減価償却累計額 ※３　 9,180 －  － －  

(4）車両運搬具 　 13,717   －   

減価償却累計額 ※３　 13,717 －  － －  

(5）工具器具備品 　 376,569   －   

減価償却累計額 ※３　 367,216 9,352  － －  

(6）土地 　  418,041   418,041  

有形固定資産合計 　  761,071 25.7  750,188 28.7

２．無形固定資産 　       

(1）ソフトウェア 　  2,500   2,650  

無形固定資産合計 　  2,500 0.1  2,650 0.1
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　 　 前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

区分 注記
番号

金額（千円） 構成比
（％）

金額（千円） 構成比
（％）

３．投資その他の資産 　       

(1）投資有価証券 　  171,431   111,225  

(2）関係会社株式 　  109,950   1,021,802  

(3）長期貸付金 　  17,607   －  

(4）関係会社長期貸付金 　  －   36,458  

(5）敷金及び保証金 　  1,929   51,257  

(6）繰延税金資産 　  －   8,125  

(7）その他 　  26,292   －  

貸倒引当金 　  △25,492   －  

投資その他の資産合計 　  301,717 10.2  1,228,869 47.0

固定資産合計 　  1,065,289 36.0  1,981,707 75.7

資産合計 　  2,961,950 100.0  2,617,525 100.0

　 　       

（負債の部） 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１．支払手形 ※４　  202,950   －  

２．買掛金 　  181,519   －  

３．短期借入金 　  －   100,000  

４．未払金 　  84,122   91,214  

５．未払費用 　  18,654   2,158  

６．未払法人税等 　  5,485   50,106  

７．前受金 　  16,456   －  

８．預り金 　  3,384   792  

９．賞与引当金 　  56,000   －  

10．製品保証引当金 　  1,000   －  

11．その他 　  65   －  

流動負債合計 　  569,638 19.3  244,273 9.3

Ⅱ　固定負債 　       

１．退職給付引当金 　  170,584   －  

２．役員退職給与引当金 　  31,780   －  

固定負債合計 　  202,364 6.8  － －

負債合計 　  772,003 26.1  244,273 9.3
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　 　 前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

区分 注記
番号

金額（千円） 構成比
（％）

金額（千円） 構成比
（％）

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  2,108,000 71.2  2,108,000 80.5

２．資本剰余金 　       

(1）資本準備金 　 804,706   804,706   

資本剰余金合計 　  804,706 27.1  804,706 30.8

３．利益剰余金 　       

(1）その他利益剰余金 　       

繰越利益剰余金 　 △676,231   △554,309   

利益剰余金合計 　  △676,231 △22.8  △554,309 △21.2

４．自己株式 　  △18,551 △0.6  △19,277 △0.7

株主資本合計 　  2,217,923 74.9  2,339,119 89.4

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１．その他有価証券評価差
額金

　  △31,474 △1.1  △11,341 △0.4

評価・換算差額等合計 　  △31,474 △1.1  △11,341 △0.4

Ⅲ　新株予約権 　  3,498 0.1  45,474 1.7

純資産合計 　  2,189,947 73.9  2,373,252 90.7

負債純資産合計 　  2,961,950 100.0  2,617,525 100.0
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②【損益計算書】

　 　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　  2,032,787 100.0  － －

Ⅱ　売上原価 　       

１．期首製品たな卸高 　 90,033   －   

２．期首商品たな卸高 　 32,880   －   

３．当期製品製造原価 　 889,278   －   

４．当期商品仕入高 　 393,593   －   

合計 　 1,405,785   －   

５．他勘定振替高 ※１　 30,666   －   

６．期末製品たな卸高 　 88,468   －   

７．期末商品たな卸高 　 3,043 1,283,607 63.1 － － －

売上総利益 　  749,179 36.9 － － －

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　       

１．運送費 　 5,645   －   

２．広告宣伝費 　 15,861   －   

３．販売促進費 　 43,469   －   

４．製品保証費 　 1,425   －   

５．製品保証引当金繰入額 　 1,000   －   

６．貸倒引当金繰入額 　 4,700   －   

７．給与・賞与 　 376,646   －   

８．賞与引当金繰入額 　 25,880   －   

９．退職給付費用 　 11,006   －   

10．役員退職給与引当金繰
入額

　 4,720   －   

11．福利厚生費 　 52,904   －   

12．減価償却費 　 17,581   －   

13．賃借料 　 10,074   －   

14．旅費交通費・車両費 　 30,936   －   

15．消耗品費 　 8,371   －   

16．研究開発費
※２　
※３　

219,486   －   

17．その他 　 82,380 912,090 44.9 － － －

Ⅰ　営業収益 ※５　       

  1．不動産賃貸収入 　 －   60,000   

  2．経営指導料収入 　 － － － 200,400 260,400 100.0

Ⅱ　営業費用 　       

   1．不動産賃貸原価 　 －   15,065   

   2．一般管理費 ※４　 － － － 209,175 224,240 86.1

営業利益又は営業損失(△) 　  △162,911 △8.0  36,159 13.9
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前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅳ　営業外収益 　       

１．受取利息 ※５　 4,931   915   

２．受取配当金 　 8,947   13,823   

３．有価証券運用益 　 13   －   

４．投資有価証券売却益 　 4,653   －   

５．還付加算金　 　 －   1,874   

６．その他 　 133 18,680 0.9 154 16,769 6.4

Ⅴ　営業外費用 　       

１．支払利息 　 394   4   

２．投資有価証券評価損 　 91,527   －   

３．その他 　 162 92,083 4.5 － 4 0.0

経常利益又は経常損失(△) 　  △236,314 △11.6  52,924 20.3

Ⅵ　特別利益 　       

１．固定資産売却益 ※６　 1,130   －   

２．投資有価証券売却益 　 －   34,803   

３．役員退職金返上額 　 － 1,130 0.1 15,230 50,033 19.2

Ⅶ　特別損失 　       

１．固定資産除却損 ※７ 204   －   

２．減損損失 ※８　 406,860   －   

３．事業改善損失 ※９　 111,741   －   

４．投資有価証券評価損 　 －   70,114   

５．貸倒引当金繰入額 　 25,292 544,099 26.8 － 70,114 26.9

税引前当期純利益又は
税引前当期純損失(△) 　  △779,284 △38.3  32,842 12.6

法人税、住民税及び事業税 ※５　 △122,307   △77,896   

法人税等調整額 　 － △122,307 △6.0 △11,182 △89,079 △34.2

当期純利益又は当期純損
失(△) 　  △656,976 △32.3  121,922 46.8
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製造原価明細書

　 　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費 　 603,269 63.8 － －

Ⅱ　労務費 ※１ 189,468 20.0 － －

Ⅲ　経費 ※２ 153,026 16.2 － －

当期総製造費用 　 945,764 100.0 － －

期首仕掛品たな卸高 　 49,532  －  

合計 　 995,296  －  

他勘定振替高 ※３ 2,425  －  

期末仕掛品たな卸高 　 103,593  －  

当期製品製造原価 　 889,278  －  

　（注）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１．労務費には賞与引当金繰入額14,980千円、退職給付

費用9,267千円が含まれております。

　　　　　　　　　――――――――

※２．経費には外注加工費94,829千円、減価償却費21,189

千円が含まれております。

　

※３．製品保証費等への振替であります。 　

　４．原価計算の方法

　総合原価計算を採用しております。
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

資本剰余金合
計

その他利益剰
余金

利益剰余金合
計

平成18年３月31日　残高
（千円）

2,108,000 804,706 804,706 △19,255 △19,255 △18,359 2,875,092

事業年度中の変動額        

当期純損失    △656,976 △656,976  △656,976

自己株式の取得      △192 △192

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

       

事業年度中の変動額合計
（千円）

－ － － △656,976 △656,976 △192 △657,168

平成19年３月31日　残高
（千円）

2,108,000 804,706 804,706 △676,231 △676,231 △18,551 2,217,923

 

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
その他有価証
券評価差額金

評価・換算差
額等合計

平成18年３月31日　残高
（千円）

1,080 1,080 － 2,876,172

事業年度中の変動額     

当期純損失    △656,976

自己株式の取得    △192

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

△32,554 △32,554 3,498 △29,056

事業年度中の変動額合計
（千円）

△32,554 △32,554 3,498 △686,225

平成19年３月31日　残高
（千円）

△31,474 △31,474 3,498 2,189,947

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

資本剰余金合
計

その他利益剰
余金

利益剰余金合
計

平成19年３月31日　残高
（千円）

2,108,000 804,706 804,706 △676,231 △676,231 △18,551 2,217,923

事業年度中の変動額        

当期純利益    121,922 121,922  121,922

自己株式の取得      △726 △726

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

       

事業年度中の変動額合計
（千円）

   121,922 121,922 △726 121,196

平成20年３月31日　残高
（千円）

2,108,000 804,706 804,706 △554,309 △554,309 △19,277 2,339,119

 

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
その他有価証
券評価差額金

評価・換算差
額等合計

平成19年３月31日　残高
（千円）

△31,474 △31,474 3,498 2,189,947
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評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
その他有価証
券評価差額金

評価・換算差
額等合計

事業年度中の変動額     

当期純利益    121,922

自己株式の取得    △726

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

20,132 20,132 41,976 62,108

事業年度中の変動額合計
（千円）

20,132 20,132 41,976 183,304

平成20年３月31日　残高
（千円）

△11,341 △11,341 45,474 2,373,252
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法

(1）子会社株式及び関連会社株式

同左

　 (2）その他有価証券

　時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定

)

(2）その他有価証券

　時価のあるもの

同左

　

　

　時価のないもの

　移動平均法による原価法

　時価のないもの

同左

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1）商品、製品、原材料、仕掛品

　移動平均法による原価法

(1）商品、製品、原材料、仕掛品

－

　

　

(2）貯蔵品

　最終仕入原価法による原価法

(2）貯蔵品

－

３．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産　　　定率法

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

　建物　　　　　　 15～50年

(1）有形固定資産　　　定率法

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

　建物　　　　　　 15～50年

（会計方針の変更）

　当社は、法人税法の改正に伴い、当事業

年度より、平成19年４月１日以降に取得

した有形固定資産について、改正後の法

人税法に基づく減価償却の方法に変更

しております。

　この変更による損益に与える影響は軽

微であります。

（追加情報）

　当社は、法人税法の改正に伴い、平成19

年３月31日以前に取得した有形固定資

産については、改正前の法人税法に基づ

く減価償却の方法の適用により取得価

額の5％に到達した事業年度の翌事業年

度より、取得価額の5％相当額と備忘価

額との差額を５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計上しておりま

す。

　この変更による損益に与える影響は軽

微であります。

 

　

　

(2）無形固定資産

　自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法を採用しております。

(2）無形固定資産

同左
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項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

４．引当金の計上基準

　

(1）貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

　

　

(2）賞与引当金

　従業員賞与（使用人兼務役員の使用人

分を含む）の支給に充てるため、支給見

込額を計上しております。

(2）賞与引当金

－

　

　

(3）製品保証引当金

　製品の無償保証期間中の修理費用支出

に備えるため、保証期間内の修理費用見

込額を過去の実績額を基礎として算定

計上しております。

(3）製品保証引当金

－

　

　

(4）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務の見込

額を計上しております。

(4）退職給付引当金

－

　

　

(5）役員退職給与引当金

　役員の退職慰労金の支給に充てるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上し

ております。

(5）役員退職給与引当金

－

５．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

－

６．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項

(1)消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。

(2)連結納税制度の適用

　当事業年度から連結納税制度を採用し

ております。

(1)消費税等の会計処理

同左

 

(2)連結納税制度の適用

　連結納税制度を採用しております。
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会計処理の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日

    至  平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日

    至  平成20年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成

17年12月９日）を適用しております。従来の「資本の部」

の合計に相当する金額は、2,186,449千円であります。

　なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部につ

いては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表

等規則により作成しております。

――――――――

（ストック・オプション等に関する会計基準）

　当事業年度より「ストック・オプション等に関する会計

基準」（企業会計基準第８号　平成17年12月27日）及び

「ストック・オプション等に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第11号　平成18年５月31日）

を適用しております。

　これにより営業損失、経常損失及び税金等調整前当期純

損失は、それぞれ3,498千円増加しております。

――――――――
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表示方法の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日

    至  平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日

    至  平成20年３月31日）

（貸借対照表）

１．「未収入金」は、前事業年度まで、流動資産の「その

他」に含めて表示しておりましたが、当事業年度にお

いて、資産の総額の100分の１を超えたため区分掲記し

ました。

　なお、前事業年度末の「未収入金」は6,058千円であり

ます。

――――――――

２．「前渡金」は、前事業年度まで、流動資産の「その

他」に含めて表示しておりましたが、当事業年度にお

いて、資産の総額の100分の１を超えたため区分掲記し

ました。

　なお、前事業年度末の「前渡金」は9,271千円でありま

す。

　

―――――――― （損益計算書）　

　　 当社は、平成19年４月１日付で持株会社体制に移行し

たことに伴い、売上高に関しては、前事業年度までは商

製品等の売上が中心でありましたが、当事業年度から、

経営指導料及び不動産賃貸収入等となり、これらを

「営業収益」として表示しております。

　また、これらに対応する原価を「営業費用」として表

示しております。
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

※１．関係会社に対する資産及び負債

  未収入金               　　　   134,030千円

 

※１．関係会社に対する資産及び負債

  未収入金               　　　  130,047千円

 

※２．債務保証

  子会社ソフィア総合研究所株式会社について下記

の債務保証を行っております。

　リース契約に対する連帯保証     240,979千円

　買掛金に対する連帯保証　　　    18,955千円

　未払金に対する連帯保証　　　     7,088千円

　社債に対する連帯保証           252,000千円

※２．債務保証

  子会社ソフィア総合研究所株式会社について下記

の債務保証を行っております。

　リース契約に対する連帯保証     245,685千円

　買掛金に対する連帯保証　        23,976千円

　社債に対する連帯保証           156,000千円

※３．減損損失累計額

　減価償却累計額には減損損失累計額を含めて表示し

ております。

※３．減損損失累計額

　同左

※４．期末日満期手形

  期末日満期手形の会計処理については、手形交換日

をもって決済処理しております。なお、当事業年度の

末日は金融機関の休日であったため、以下の期末日満

期手形が期末残高に含まれております。

　受取手形                           367千円

　支払手形　　　                   4,300千円

　

※４．　　　　　　　―――――――
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（損益計算書関係）

前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１．他勘定振替高の内訳

　主に事業改善損失、固定資産及び消耗品費への振替

であります。

※１．　　　　　　　―――――――

　

※２．研究開発費の内訳 ※２．　　　　　　　―――――――

材料費 56,390千円
人件費 141,076千円
経費 22,019千円

計 219,486千円

 

　なお、人件費には賞与引当金繰入額15,140千円、退職
給付費用4,209千円が含まれており、経費には減価償却
費1,914 千円が含まれております。

　

※３．研究開発費の総額 ※３．　　　　　　　―――――――

一般管理費及び当期製造費用

に含まれる研究開発費
219,486千円

 

※４．　　　　　　　―――――――

　

※４．一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

※５．関係会社との取引

給与 62,729千円
業務委託費 20,000千円
広告宣伝費 14,273千円
支払報酬 13,776千円　
租税公課 15,422千円　
株式報酬費用 41,976千円　

※５．関係会社との取引

受取利息 3,943千円
連結法人税の個別帰属額 126,839千円

営業収益 260,400千円
連結法人税の個別帰属額    104,451千円

※６．固定資産売却益の内訳 ※６．　　　　　　　―――――――

車両運搬具    1,130千円

計      1,130千円

 

※７．固定資産除却損の内訳 ※７．　　　　　　　―――――――

車両運搬具    204千円

計      204千円
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前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 ※８．減損損失

　当事業年度において、当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しました。

用途 種類 場所

デザインオート

メーション事業

用資産 

機械装置及び運

搬具、工具器具備

品他 

本社(神奈川県川
崎市) 

情報システム事

業用資産  

機械装置及び運

搬具、工具器具備

品他 

本社(神奈川県川
崎市) 

全社資産  
建物及び構築物、

土地他 

本社(神奈川県川
崎市) 及び厚生施
設（東京都町田

市）

　当社は、事業の種類別セグメントの区分ごとに資産

をグルーピングしております。これらの資産について

は、経営環境の悪化により経常的な収益が見込めなく

なったため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失として特別損失に計上しました。

その内訳は、建物及び構築物50,312千円、機械装置及び
運搬具8,962千円、工具器具備品44,876千円、土地
272,520千円及びソフトウェア他30,188千円でありま
す。なお、回収可能価額は正味売却価額により測定し

ており、市場価額を反映していると考えられる固定資

産税評価額及び路線価等により評価しております。

 ※８．　　　　　　――――――――

　

　

 ※９．事業改善損失の内訳は以下のとおりであります。

たな卸資産廃棄損　　　　40,687千円
たな卸資産評価損　　　　16,000千円
特別退職金　　　　　　　55,054千円

 ※９．　　　　　　――――――――

　

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式 80,500 700 － 81,200

 （注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。 

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式 81,200 4,093 － 85,293

 （注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。 
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

　　　　　　　　　―――――――

　　　　　　

 

 

　
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

ソフト
ウェア

14,400 12,000 2,400

合計 14,400 12,000 2,400

 

(2）未経過リース料期末残高相当額 　

１年内      2,626千円

１年超      －千円

合計      2,626千円

 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 　

支払リース料      3,216千円

減価償却費相当額      2,880千円

支払利息相当額    189千円

 

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

　

　

(5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。

　

　

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありませんので、

項目等の記載は省略しております。 
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（有価証券関係）

　前事業年度（平成19年３月31日）及び当事業年度（平成20年３月31日）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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（税効果会計関係）

前事業年度
（平成19年３月31日)

当事業年度
（平成20年３月31日)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な内訳 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な内訳

繰延税金資産 （単位　千円)

たな卸資産評価損否認 29,667

賞与引当金繰入限度超過額 22,758

退職給付引当金繰入限度超過額 69,325

役員退職給与引当金否認 12,915

投資有価証券評価損否認 58,144

減損損失否認 156,841

繰越欠損金 58,027

その他 18,914

繰延税金資産小計 426,594

評価性引当額 △426,594

繰延税金資産合計 －

　  

繰延税金資産 （単位　千円)

未確定給与（ストックオプショ

ン）

18,594

投資有価証券評価減 47,411

固定資産減損損失 129,702

その他 4,055

繰延税金資産小計 199,763

評価性引当額 △188,580

繰延税金資産合計 11,182

繰延税金負債 　

その他有価証券評価差額金 △450

繰延税金負債合計 △450

繰延税金資産純額 10,732

　

　  貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

　　  流動資産－繰延税金資産　　　　　　 2,607

　　  固定資産－繰延税金資産　　　　　　 8,125

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因

　当期純損失を計上しているため記載を省略しておりま

す。

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因

　

 （％）

法定実効税率 40.9

（調整）  

受取配当金等永久に益金に算入されない項

目
△8.0

欠損金控除 △6.2

評価性引当額の減少　 △54.6

均等割 2.9

連結納税制度適用に伴う影響額 △187.7

過年度修正分 △57.1

その他 △1.4

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △271.2
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（企業結合等関係）

　当連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

　連結財務諸表「注記事項（企業結合等関係）」に記載しているため、注記を省略しております。
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額      106.08 円

１株当たり当期純損失金額     31.87 円

１株当たり純資産額     112.96 円

１株当たり当期純利益金額   5.92 円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失で

あるため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため記載

しておりません。

（注）１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額（△）の算定上の基礎は以下のとおりであります。

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当期純利益又は当期純損失（△）（千円） △656,976 121,922

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失

（△）（千円）
△656,976 121,922

期中平均株式数（千株） 20,612 20,608

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかっ

た潜在株式の概要

平成13年６月28日定時株主総会決

議ストックオプション

(自己株式譲渡方式)

普通株式　 66千株

平成16年６月28日定時株主総会決

議新株予約権

普通株式　 848千株

平成17年３月２日臨時株主総会決

議新株予約権

普通株式　 363千株

平成19年２月22日臨時株主総会決

議新株予約権

普通株式　 792千株

これらの概要は、「第４提出会社の

状況、１．株式等の状況、（2）新株

予約権等の状況、(8)ストックオプ

ション制度の内容」に記載のとお

りであります。

平成13年６月28日定時株主総会決

議ストックオプション

(自己株式譲渡方式)

普通株式　66千株

平成16年６月28日定時株主総会決

議新株予約権

普通株式　848千株

平成17年３月２日臨時株主総会決

議新株予約権

普通株式　363千株

平成19年２月22日臨時株主総会決

議新株予約権

普通株式　792千株

これらの概要は、「第４提出会社の

状況、１．株式等の状況、（2）新株

予約権等の状況、(8)ストックオプ

ション制度の内容」に記載のとお

りであります。
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（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　会社分割による持株会社への移行

 　平成19年２月22日開催の臨時株主総会の承認を受け

――――――――　

て、平成19年４月１日に当社（同日、株式会社ソフィア

ホールディングスに商号変更）は、株式会社ソフィアシ

ステムズ準備会社（同日、株式会社ソフィアシステムズ

に商号変更）を承継会社とする会社分割（吸収分割）

により、当社の全事業であるデザインオートメーション

事業及び情報システム事業を承継させ、純粋持株会社へ

移行いたしました。

　会社分割に関する事項の概要は以下のとおりでありま

す。

　

(1)会社分割の目的

　グループ各社の役割・事業内容を明確化し、効率的な

経営体制を構築し、企業価値を向上するためでありま

す。

(2)会社分割の方法

　当社を分割会社とし、株式会社ソフィアシステムズ準備

会社を承継会社とする分割型吸収分割の方式です。

(3)株式の割当

　承継会社は分割に際して株式を発行し、これを全て当

社に割当交付しております。

(4)会計処理の概要

　企業結合会計上、本分割は共通支配下の取引に該当い

たします。

(5)分割した資産及び負債

資産 金額（千円） 負債 金額（千円）

 流動資産 1,294,494  流動負債 539,146

 固定資産 32,189  固定負債 170,584

 合計 1,326,684  合計 709,731

(6)分割した事業の内容

　①デザインオートメーション事業

組込みシステムと言われるマイクロコンピュータ

応用機器を開発する企業のエンジニアをユーザー

とするインサーキットエミュレータや評価ボード

の開発・製造・販売を主に行っております。

　②情報システム事業

企業向け製品として、ネットワーク対応長時間録音

装置の開発・製造・販売を行っております。

(7)分割会社（当社）の概要

　名称　　　　株式会社ソフィアホールディングス

　住所　　　　東京都中野区本町一丁目32番地２号

　資本金　　　2,108,000千円

　事業内容　　持株会社としてグループ企業を管理

(8)承継会社の概要

　名称　　　　株式会社ソフィアシステムズ

　住所　　　　神奈川県川崎市麻生区南黒川６番２号

　資本金　　　90,000千円

　事業内容　　電子機器の開発、製造、販売
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　 　 銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（千円）

投資有価

証券

その他有

価証券

株式会社一高たかはし 150,000 26,250

株式会社ウェブクルー 291 23,803

ヤフー株式会社 150 7,770

アルファグループ株式会社 173 6,850

株式会社フュージョン・コミュニ

ケーションズ 
250 5,795

小計 150,864 70,470

計 150,864 70,470

 　　　　　 【その他】

　 　 種類及び銘柄 投資口数等（口）
貸借対照表計上額
（千円）

有価証券
その他有

価証券

証券投資信託受益証券

三菱UFJキャッシュ・ファンド
60,833,172 60,833

小計 60,833,172 60,833

投資有価

証券

その他有

価証券

証券投資信託受益証券

ハイ・グロース・コア・ファンド
65,000,000 40,755

小計 65,000,000 40,755

計 125,833,172 101,588

EDINET提出書類

株式会社ソフィアホールディングス(E01978)

有価証券報告書

85/95



【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末
残高
（千円）

有形固定資産        

建物 1,034,622 15,689 － 1,050,311 718,164 17,219 332,146

構築物 30,675 － － 30,675 30,675 －　 －

機械及び装置 9,180 － 9,180 － － －　 －

車両運搬具 13,717 － 13,717 － － －　 －

工具器具備品 376,569 － 376,569 － － －　 －

土地 418,041 － －　 418,041 － － 418,041

有形固定資産計 1,882,805 15,689 399,466　 1,499,027 748,840 17,219　 750,188

無形固定資産        

ソフトウェア － 3,000 － 3,000 － 350　 2,650

無形固定資産計 － 3,000 －　 3,000 － 350　 2,650

長期前払費用 － － － － － － －

繰延資産 － － － － － － －

──────        

繰延資産計 － － － － － － －

（注）１．「当期末減価償却累計額又は償却累計額」欄には減損損失累計額が含まれております。　

　　　２．機械及び装置、車輌運搬具及び工具器具備品の当期減少額は、平成19年４月１日の当社持株会社化に伴い、

子会社である株式会社ソフィアシステムズに承継されたものであります。
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【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 31,992 － － 31,992 －

賞与引当金 56,000 － － 56,000 －

製品保証引当金 1,000 － － 1,000 －

役員退職給与引当金 31,780 － 13,980 17,800 －

（注）１．貸倒引当金、賞与引当金及び製品保証引当金の「当期減少額その他」は、平成19年４月１日の当社持株

　会社化に伴い、子会社である株式会社ソフィアシステムズに移管されたものであります。

２．役員退職給与引当金の「当期減少額その他」は、役員退職金の一部返上があったもの及び平成19年４月　　

　１日の当社持株会社化に伴い、役員退職金制度を廃止したとともに制度廃止日までの役員退職給与引当金

　については未払金に振替えたものであります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

イ．現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 －

預金  

当座預金 2,493

普通預金 336,550

その他 477

小計 339,521

合計 339,521

ロ．未収入金

相手先 金額（千円）

　ソフィア総合研究所株式会社 93,240

　株式会社ソフィアシステムズ 36,806

　未収還付消費税 14,165

　岡三証券 8,042

　連結法人税個別帰属額 61,628

合計 213,883

②　固定資産

イ．関係会社株式

相手先 金額（千円）

　株式会社ソフィアシステムズ 617,002

　株式会社シアーズ 215,000

　ソフィア総合研究所株式会社 99,900

　株式会社ソフィアモバイル 89,900

合計 1,021,802

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 1,000株券　10,000株券

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え 　

取扱場所
東京都港区芝三丁目33番１号

　中央三井信託銀行株式会社　本店

株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号

　中央三井信託銀行株式会社

取次所
中央三井信託銀行株式会社　全国各支店

日本証券代行株式会社　本店及び全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 １枚につき100円に印紙税相当額を加算した額

単元未満株式の買取り 　

取扱場所
東京都港区芝三丁目33番１号

　中央三井信託銀行株式会社　本店

株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号

　中央三井信託銀行株式会社

取次所
中央三井信託銀行株式会社　全国各支店

日本証券代行株式会社　本支店及び出張所

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公

告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。

http://www.sophia.com

株主に対する特典 なし

（注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規

程による請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受

ける権利以外の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書の訂正報告書

　事業年度（第31期）（自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であり

ます。

　平成19年6月22日関東財務局長に提出

(2）半期報告書の訂正報告書

　（第32期中）（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）の半期報告書に係る訂正報告書であります。

　平成19年6月22日関東財務局長に提出

(3）有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第32期）（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）平成19年６月29日関東財務局長に提出

(4）有価証券報告書の訂正報告書

　事業年度（第32期）（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であり

ます。

　平成19年11月６日関東財務局長に提出

(5）半期報告書の訂正報告書

　（第32期中）（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）の半期報告書に係る訂正報告書であります。

　平成19年11月６日関東財務局長に提出

(6）半期報告書

　（第33期中）（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）平成19年12月21日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

  平成19年６月28日

株式会社ソフィアホールディングス   

 取締役会　御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 神谷　英一　　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 岡山　賢治　　　印

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ソ

フィアホールディングス（旧社名　株式会社ソフィアシステムズ）の平成18年4月1日から平成19年3月31日までの連結会計

年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計

算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

ソフィアホールディングス（旧社名　株式会社ソフィアシステムズ）及び連結子会社の平成19年3月31日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表

示しているものと認める。

　追記情報

1. 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度よりストック

・オプション等に関する会計基準を適用している。

2. 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年4月1日の会社分割により純粋持株会社に移行している。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当

社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

EDINET提出書類

株式会社ソフィアホールディングス(E01978)

有価証券報告書

92/95



独立監査人の監査報告書

  平成20年６月25日

株式会社ソフィアホールディングス   

 取締役会　御中  

 アーク監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 三浦　昭彦　　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 赤荻　　隆　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ソフィアホールディングスの平成19年4月1日から平成20年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表につ

いて監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対す

る意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

ソフィアホールディングス及び連結子会社の平成20年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当

社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

  平成19年６月28日

株式会社ソフィアホールディングス   

 取締役会　御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 神谷　英一　　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 岡山　賢治　　　印

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ソ

フィアホールディングス（旧社名　株式会社ソフィアシステムズ）の平成18年4月1日から平成19年3月31日までの第32期事

業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ソ

フィアホールディングス（旧社名　株式会社ソフィアシステムズ）の平成19年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終

了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　追記情報

1. 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度よりストック・オプション等に関する会計基準を適用して

いる。

2. 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年4月1日に会社分割により純粋持株会社に移行している。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当

社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

  平成20年６月25日

株式会社ソフィアホールディングス   

 取締役会　御中  

 アーク監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 三浦　昭彦　　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 赤荻　　隆　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ソフィアホールディングスの平成19年4月1日から平成20年3月31日までの第33期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ソ

フィアホールディングスの平成20年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当

社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。
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